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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

(1) 連結経営指標等
 

回次 第93期 第94期 第95期 第96期 第97期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

 売上高 (百万円) 157,902 158,923 193,630 187,451 150,978

 経常利益 (百万円) 13,978 13,531 19,691 22,663 26,747

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 8,688 7,681 9,532 13,377 14,884

 包括利益 (百万円) 2,235 29,910 49,560 47,845 8,963

 純資産額 (百万円) 183,521 211,949 259,682 304,622 307,857

 総資産額 (百万円) 230,340 256,006 310,236 351,952 346,698

 １株当たり純資産額 (円) 2,577.17 2,938.84 3,573.71 4,196.80 4,314.04

 １株当たり
 当期純利益

(円) 127.79 112.82 139.79 196.40 221.80

 潜在株式調整後
 １株当たり
 当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

 自己資本比率 (％) 75.9 78.3 78.6 80.9 83.2

 自己資本利益率 (％) 4.9 4.1 4.3 5.1 5.2

 株価収益率 (倍) 18.9 24.5 23.1 14.8 11.0

 営業活動による
 キャッシュ・フロー

(百万円) 8,408 13,566 16,932 22,744 33,386

 投資活動による
 キャッシュ・フロー

(百万円) △12,258 △33,046 △24,901 △21,376 △5,394

 財務活動による
 キャッシュ・フロー

(百万円) 677 △6,972 △5,540 △4,517 △7,582

現金及び現金同等物
 の期末残高

(百万円) 47,887 24,911 15,484 12,783 32,540

 従業員数
 〔外、平均臨時
 雇用者数〕

(人)
1,835 1,806 1,794 1,771 1,643

〔―〕 〔―〕 〔―〕 〔―〕 〔―〕
 

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　従業員数は就業人員数を記載しております。なお、臨時従業員は従業員の10％未満であるため平均臨時雇用

者数は記載しておりません。

４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度よ

り、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。
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(2) 提出会社の経営指標等
 

回次 第93期 第94期 第95期 第96期 第97期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

 営業収益 (百万円) 20,852 4,855 2,807 5,045 16,858

 経常利益 (百万円) 19,928 3,477 1,490 4,059 15,465

 当期純利益 (百万円) 19,532 3,487 1,485 4,003 14,802

 資本金 (百万円) 7,996 7,996 7,996 7,996 7,996

 発行済株式総数 (千株) 69,750 69,750 69,750 69,750 67,670

 純資産額 (百万円) 63,443 65,460 65,654 65,680 73,345

 総資産額 (百万円) 77,730 82,271 83,579 85,949 89,374

 １株当たり純資産額 (円) 909.58 938.51 941.29 952.59 1,083.94

 １株当たり配当額
 (うち１株当たり
 中間配当額)

(円)
30 30 32 37 45

(15) (15) (15) (17) (20)

１株当たり
当期純利益

(円) 279.68 50.00 21.30 57.45 217.96

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

 自己資本比率 (％) 81.6 79.6 78.6 76.4 82.1

 自己資本利益率 (％) 35.6 5.4 2.3 6.1 21.3

 株価収益率 (倍) 8.6 55.2 151.8 50.6 11.2

 配当性向 (％) 10.7 60.0 150.2 64.4 20.6

 従業員数
 〔外、平均臨時
 雇用者数〕

(人)
31 31 28 32 35

〔―〕 〔―〕 〔―〕 〔―〕 〔―〕
 

(注) １　営業収益には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　従業員数は就業人員数を記載しております。なお、臨時従業員は従業員の10％未満であるため平均臨時雇用

者数は記載しておりません。
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２ 【沿革】

年　月 概　要

昭和19年11月
 

兵庫県飾磨郡御国野村(現姫路市)に代表者・井上浅次が資本金19万８千円をもって川西航空機㈱姫路
地区協力工場として創立。

昭和20年８月 国鉄、各私鉄の軌道用品製作並びに修理事業に転換。

昭和23年２月 東京営業所を開設。

昭和24年９月 本社工場を姫路市日出町３丁目37番地に移転増築。

昭和26年５月 大阪営業所を開設。

昭和31年７月 姫路市仁豊野900番地のもと須鎗航空兵器㈱を買収し、仁豊野工場として、鋼塊の製造を開始。

昭和32年４月 本社工場を姫路市仁豊野900番地に移転。

昭和33年９月 鋳鋼品の製造を仁豊野工場で開始。

昭和34年11月 当社製エルー式15トン電気炉１基を仁豊野工場に増設。

昭和35年４月 仁豊野工場に大形圧延工場完成、本邦唯一の軌道付属品一貫メーカーとなる。

昭和35年11月 株式を大阪地区店頭市場に公開。

昭和36年８月 本社を姫路市西呉服町19番地に移転。

昭和36年９月 株式を東京地区店頭市場に公開。

昭和36年10月 株式を東京、大阪両証券取引所市場第二部及び神戸証券取引所市場に上場。

昭和36年12月 新設網干工場で40トン電気炉１基稼動。

昭和37年１月 新設網干工場で厚板圧延工場稼動。

昭和37年３月 姫路市に大和商事株式会社(現・連結子会社)を設立。

昭和37年８月 本社を姫路市大津区吉美380番地網干工場に移転。

昭和37年９月 株式を東京、大阪両証券取引所市場第一部に上場。本社工場に鉄骨橋梁部門(重工課)を新設。

昭和41年11月 仁豊野工場、市川工場を本社工場内に移設集約。

昭和43年５月 厚板生産を廃止し、鍛造部門を強化。

昭和44年５月 大阪製鎖造機㈱の分岐器部門の営業権を譲り受けた。

昭和44年11月 重機械加工部門を新設。

昭和48年６月 １号連続鋳造設備稼動。

昭和48年８月 50トン電気炉１基稼動。

昭和50年11月 ユニバーサル・ミル圧延工場稼動。

昭和53年３月 ２号連続鋳造設備稼動。

昭和55年６月 ビームブランク製造を開始。

昭和60年２月 新ボルト工場完成稼動。

昭和60年４月 姫路市に大和エステート株式会社を設立。

昭和60年７月 船舶・製缶工場(重工工場)移設稼動。

昭和62年１月 米国にヤマトホールディングコーポレーション(現・連結子会社)を設立。

昭和62年２月 炉外精錬設備稼動。

昭和62年２月 米国にニューコア社(米国)との合弁によるニューコア・ヤマト・スチールカンパニーを設立。

平成元年６月 米国にヤマトコウギョウ(ユー・エス・エー)コーポレーション(現・連結子会社)を設立。

平成元年９月 米国に住友商事グループとの合弁によるアーカンソー・スチール・アソシエイツLLCを設立。

平成３年10月 ４ストランドBB／BL兼用型連続鋳造設備稼動(１号、２号連続鋳造設備の更新)。

平成４年４月
 

タイ国にザ・サイアム・セメント社(タイ国)、三井物産㈱、タイ国三井物産㈱、住友商事㈱との合弁
によるサイアム・ヤマト・スチールカンパニーリミテッド（現・連結子会社）を設立。

平成８年４月 130トン直流電気炉設備１基稼動(40トン電気炉、50トン電気炉設備の更新)。

平成14年３月 米国にヤマトコウギョウアメリカ・インク(現・連結子会社)を設立。

平成14年４月 軌道用品事業を分社分割し、大和軌道製造株式会社（現・連結子会社）を設立。

平成14年５月 大和エステート株式会社を清算結了。

平成14年11月 韓国にヤマト・コリア・スチールコーポレーション(現・連結子会社)を設立。

平成14年11月 ヤマト・コリア・スチールコーポレーションが韓国企業「㈱韓宝釜山製鉄所」の営業を譲受。
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年　月 概　要

平成15年10月
 

鉄鋼事業および重工加工品事業を分社分割し、ヤマトスチール株式会社(現・連結子会社)
を設立し、自らは持株会社に移行。

平成16年９月 ヤマト・コリア・スチールコーポレーションにおいて製鋼、圧延設備の更新。

平成17年７月 ヤマト・コリア・スチールコーポレーションがワイケー・スチールコーポレーションに商号変更。

平成19年６月 サイアム・ヤマト・スチールカンパニーリミテッドの株式を追加取得し連結子会社化。

平成20年１月 ワイケー・スチールコーポレーションによる自己株式取得により100％子会社化。

平成21年２月
 

バーレーン王国にフーラス社との合弁によるユナイテッド・スチールカンパニー（スルブ）BSC（c）
を設立。

平成22年３月 サイアム・ヤマト・スチールカンパニーリミテッドにおいて第２工場稼働。
平成23年６月

 
サウジアラビア王国にフーラス社との合弁によるユナイテッド・スルブカンパニー（サウジスルブ）
LLCを設立。

平成25年５月 ユナイテッド・スチールカンパニー（スルブ）BSC（c）がスルブカンパニーBSC（c）に商号変更。

  
  
  

 

３ 【事業の内容】

当社及び当社の関係会社(当社、子会社８社及び関連会社９社(平成28年３月31日現在)により構成)の事業における

当社及び関係会社の位置付け及びセグメントとの関連は次のとおりであります。なお、セグメントと同一の区分であ

ります。

 

[ 鉄 鋼 事 業 （日 本）]
Ｈ形鋼、溝形鋼、Ｉ形鋼、鋼矢板、縞Ｈ形鋼、造船用形鋼、エレベータガイド
レール、鋳鋼品、船舶製缶、重機械加工を製造・販売しております。

[主な関係会社] ヤマトスチール㈱

[ 鉄 鋼 事 業 （韓 国）] 棒鋼を製造・販売しております。

[主な関係会社] ワイケー・スチールコーポレーション

[ 鉄 鋼 事 業（タイ国）] Ｈ形鋼、溝形鋼、Ｉ形鋼、鋼矢板を製造・販売しております。

[主な関係会社] サイアム・ヤマト・スチールカンパニーリミテッド

[ 軌  道  用  品 事 業 ]
分岐器類、伸縮継目、NEWクロッシング、接着絶縁レール、脱線防止ガード、タイ
プレート類、ボルト類を加工・販売しております。

[主な関係会社] 大和軌道製造㈱

[ そ　　　 の 　　　他 ] 運送、医療廃棄物処理、不動産事業等を行っております。

[主な関係会社] 大和商事㈱
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(事業系統図)

以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。

 

 

平成28年３月31日現在

　

 

（注）上記以外に非連結子会社で持分法非適用会社１社及び関連会社で持分法非適用会社３社に出資しておりますが、

重要性がないため記載を省略しております。
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４ 【関係会社の状況】

 

平成28年３月31日現在

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有割合
(又は被所有割合)

関係内容
直接
(％)

間接
(％)

合計
(％)

(連結子会社)        

ヤマトスチール㈱
(注)１、２

兵庫県姫路市 450 鉄鋼事業(日本） 100 ― 100

(1)　役員の兼任３名

(2)　当社へ資金を貸し

付けている。

大和軌道製造㈱ 兵庫県姫路市 310 軌道用品事業 100 ― 100
(1)　役員の兼任２名

 

ヤマトコウギョウ
アメリカ・インク
(注)１

U.S.A.
Delaware

米ドル

13,618
米国事業の統括 100 ― 100

(1)　役員の兼任１名

 
 

ヤマトホールディング
コーポレーション
(注)１

U.S.A.
Delaware

米ドル

46,596
合弁会社への投資 ― 100 100

 
―

 
ヤマトコウギョウ
(ユー・エス・エー)
コーポレーション
(注)１

U.S.A.
Delaware

米ドル

14,000
合弁会社への投資 ― 100 100

 
―

ワイケー・スチール
コーポレーション
(注)１、３

韓国
釜山市

百万ウォン

5,937
鉄鋼事業(韓国) 25.0 75.0 100

(1)　役員の兼任３名

(2)　技術の援助

大和商事㈱ 兵庫県姫路市 38 その他
64.94
(1.77)

　　 ―
　　(―)

64.94
(1.77)

(1)　役員の兼任３名

(2)　当社へ資金を貸し

付けている。

サイアム・ヤマト・
スチールカンパニー
リミテッド
(注)１、４

Thailand
Bangkok

百万バーツ

3,000
鉄鋼事業(タイ国) 64.18 ― 64.18

(1)　役員の兼任４名

(2)　技術の援助

(持分法適用関連会社)        
ニューコア・ヤマト・
スチールカンパニー

U.S.A.
Arkansas

百万米ドル

185
鉄鋼製品の製造・
販売

― 49.0 49.0
(1)　役員の兼任３名

(2)　技術の援助

アーカンソー・スチー
ル・アソシエイツLLC

U.S.A.
Arkansas

百万米ドル

26

鉄鋼製品ならびに
軌道用品の製造・
販売

― 50.0 50.0
(1)　役員の兼任１名

(2)　技術の援助

スルブカンパニーBSC(c)
Bahrain
Hidd

百万米ドル

705
鉄鋼製品の製造・
販売

49.0 ― 49.0

(1)　役員の兼任３名

(2)　債務保証

(3)　技術の援助

(4)　当社より資金を借

り入れている。

ユナイテッド・スチール
カ ン パ ニ ー （“ ス ル
ブ”）Bahrain 　Venture
Co.W.L.L

Bahrain
Hidd

百万米ドル

75
合弁会社への投資 49.0 ― 49.0

(1)　役員の兼任１名

 

ユナイテッド・スルブ
カンパニー（“サウジ
スルブ”）LLC

Saudi Arabia
Jubail

百万サウジア

ラビアリアル

206

鉄鋼製品の製造・
販売

― 49.0 49.0

(1)　役員の兼任１名

(2)　債務保証

 

(注) １　特定子会社に該当します。

２　ヤマトスチール株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める

割合が10％を超えております。ただし、セグメントの「鉄鋼事業（日本）」の売上高に占める当該連結子会

社の売上高（セグメント間の内部売上高又は振替高を含む）の割合が100分の90を超えるため、主要な損益

情報等の記載を省略しております。

３　ワイケー・スチールコーポレーションについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売

上高に占める割合が10％を超えております。ただし、セグメントの「鉄鋼事業（韓国）」の売上高に占める

当該連結子会社の売上高（セグメント間の内部売上高又は振替高を含む）の割合が100分の90を超えるた

め、主要な損益情報等の記載を省略しております。

４　サイアム・ヤマト・スチールカンパニーリミテッドについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除

く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。ただし、セグメントの「鉄鋼事業（タイ国）」の

売上高に占める当該連結子会社の売上高（セグメント間の内部売上高又は振替高を含む）の割合が100分の

90を超えるため、主要な損益情報等の記載を省略しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成28年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

鉄鋼事業(日本) 313

鉄鋼事業(韓国) 322

鉄鋼事業(タイ国) 797

軌道用品事業 127

その他 22

全社(共通) 62

合計 1,643
 

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　臨時従業員は従業員の10％未満であるため、記載しておりません。

　    ３　従業員数が前連結会計年度末に比べ128名減少しておりますが、主に韓国のワイケー・スチールコーポ

　　　　　 レーションにおいて業務の効率化を図るため一部業務のアウトソーシング化を実施したことに伴い、

　　　　　 早期希望退職者を募ったことによります。

 
(2) 提出会社の状況

平成28年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

35 36.4 8.7 5,893,445
 

 

セグメントの名称 従業員数(人)

全社(共通) 35
 

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　臨時従業員は従業員の10％未満であるため、記載しておりません。

３　平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

当社国内グループの労働組合は、大和工業労働組合と称し、昭和35年５月に結成され、ＪＡＭに属しており、結

成以来、労使関係は円満に推移し、生産性の向上に努めております。平成28年３月31日現在における国内の組合員

数は425名であります。また、海外子会社のワイケー・スチールコーポレーションにおいても労働組合が組織されて

おり、平成27年12月31日現在における組合員数は233名であります。

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

　当連結会計年度における当社グループの経営環境は、2015年12月まではスクラップ価格下落の影響で増益効果は

あったものの、総じて需要の盛り上がりには欠け、また中国からの安価な鉄鋼製品・半製品の輸出の影響を受けた

１年となりました。

　日本におきましては、中国の景気減速の影響等から設備投資は停滞し、鋼材需要は全体として盛り上がりに欠け

る状況が続きました。そのようななか、当社は引き続き実需に見合う生産・販売に努めた結果、鋼材の販売数量は

前年度を下回り前期比減収となったものの、営業利益は前期比増益となりました。一方、造船所向けの船尾骨材等

につきましては、数量・価格とも厳しい状況が続いております。

　連結子会社を有する韓国、タイ国、また持分法適用関連会社を有する米国、バーレーン王国、サウジアラビア王

国におきましては、いずれも2015年１月～12月の業績が当連結会計年度に反映されます。

　韓国のワイケー・スチールコーポレーションでは、2015年半ばから韓国のアパート建設が上向いた影響で鉄筋需

要が回復してきたことから、通期の営業利益ではほぼ収支均衡の水準となりました。この鉄筋需要の先行きには不

透明な面があり、また、中国からの安価な輸入材の影響など不安要素もありますが、以前に比べ業況に少し明るさ

が出てきております。なお、ワイケー・スチールコーポレーションでは当第４四半期において、一部業務のアウト

ソーシング化を図ることに伴い、早期希望退職者を募りました。これにより、一層の業務の効率化とコスト競争力

強化に努めております。

　タイ国のサイアム・ヤマト・スチールカンパニーリミテッドでは、タイ国で景気回復が進まないなか、民間投資

の伸びの鈍化から鋼材需要と鉄鋼製品価格の低迷が続いております。また、東南アジア市場では引き続き中国から

の安価な鉄鋼製品・半製品流入がもたらした市況の低迷の影響を受け、前期比で大幅な減収となり、営業利益も減

益となっております。

　米国の持分法適用関連会社につきましては、スクラップ価格下落の影響も受け、一定の収益を確保しておりま

す。

　バーレーン王国の持分法適用関連会社スルブカンパニーBSC(c)では、石油価格下落により中東地域での新規投資

及び公共事業が減少し、形鋼需要が落ち込んでいることや、中国等からの安価な鉄鋼製品・半製品の流入が、最終

製品だけでなく中間材のDRI・半製品の販売にも悪影響を及ぼしていることから、生産量・販売量が伸び悩み、また

販売価格も著しく下落し、赤字計上を余儀なくされました。 

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は前連結会計年度と比べ36,472百万円減の150,978百万円となりました。利

益につきましては、営業利益は前連結会計年度と比べ4,222百万円増の11,215百万円、経常利益は前連結会計年度と

比べ4,083百万円増の26,747百万円となりました。

　親会社株主に帰属する当期純利益は、当第４四半期に韓国のワイケー・スチールコーポレーションにおいて、早

期希望退職者に対する特別退職金873百万円（特別損失）を計上したこと、第２四半期に米国子会社で法人税等還付

税額1,027百万円（税金費用のマイナス）を計上したこと等を反映した結果、前連結会計年度と比べ1,506百万円増

の14,884百万円となりました。

 
　セグメントの業績は、次のとおりです。

①　鉄鋼事業（日本）

　中国の景気減速の影響等から設備投資は停滞し、鋼材需要は全体として盛り上がりに欠ける状況が続きました。

そのようななか、当社は引き続き実需に見合う生産・販売に努めました。また、造船所向けの船尾骨材等につきま

しては、数量・価格とも厳しい状況が続いております。以上により、当事業の売上高は、前連結会計年度と比べ

6,863百万円減の40,762百万円、セグメント利益（営業利益）は、前連結会計年度と比べ1,094百万円増の5,943百万

円となりました。
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②　鉄鋼事業（韓国）

　2015年半ばから韓国のアパート建設が上向いた影響で鉄筋需要が回復してきたことから、通期の営業利益ではほ

ぼ収支均衡の水準となりました。この鉄筋需要の先行きには不透明な面があり、また、中国からの安価な輸入材の

影響など不安要素もありますが、以前に比べ業況に少し明るさが出てきております。以上により、当事業の売上高

は、前連結会計年度と比べ10,748百万円減の44,536百万円、セグメント利益（営業利益）につきましては、56百万

円（前連結会計年度はセグメント損失（営業損失）3,695百万円）となりました。

　

③　鉄鋼事業（タイ国）

　タイ国で景気回復が進まないなか、民間投資の伸びの鈍化から鋼材需要と鉄鋼製品価格の低迷が続いておりま

す。また、東南アジア市場では引き続き中国からの安価な鉄鋼製品・半製品流入がもたらした市況の低迷の影響を

受けております。以上により、当事業の売上高は、前連結会計年度に比べ17,916百万円減の59,790百万円、セグメ

ント利益（営業利益）は、前連結会計年度に比べ421百万円減の5,917百万円となりました。

　

④　軌道用品事業

　当事業の売上高は、前連結会計年度に比べ950百万円減の5,623百万円、セグメント利益（営業利益）は前連結会

計年度に比べ264百万円減の714百万円となりました。

　

⑤　その他

　その他の売上高は、前連結会計年度に比べ５百万円増の266百万円、セグメント利益（営業利益）は24百万円（前

連結会計年度はセグメント損失（営業損失）42百万円）となりました。

 

(2) キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という）は、営業活動によるキャッシュ・フローが

33,386百万円増加し、投資活動によるキャッシュ・フローでは5,394百万円減少し、財務活動によるキャッシュ・フ

ローは7,582百万円減少しました。これに資金に係る換算差額の減少653百万円を加えた結果、前連結会計年度末に

比べ19,757百万円増加し、当連結会計年度末の資金残高は32,540百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において、営業活動による資金の増加は33,386百万円であり、前連結会計年度に比べ10,642百万

円増加しました。これは主に、当連結会計年度において、たな卸資産の増減額が9,867百万円（前連結会計年度は

1,504百万円）であったこと等によります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において、投資活動による資金の減少は5,394百万円であり、前連結会計年度に比べ15,982百万円

減少しました。これは主に、当連結会計年度において、定期預金の預入による支出が△15,594百万円（前連結会計

年度は△29,798百万円）であったこと等によります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において、財務活動による資金の減少は7,582百万円であり、前連結会計年度に比べ3,064百万円

増加しました。これは主に、当連結会計年度において、自己株式の取得による支出が△2,225百万円（前連結会計年

度は△０百万円）であったこと等によります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

鉄鋼事業(日本) 40,600 △12.4

鉄鋼事業(韓国) 42,532 △23.1

鉄鋼事業(タイ国) 55,753 △29.7

軌道用品事業 5,562 △16.5

その他 ― ―

合計 144,448 △23.0
 

(注) １　金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 受注状況

当連結会計年度における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％)

鉄鋼事業(日本) 41,703 △11.9 7,389 14.6

鉄鋼事業(韓国) 44,536 △19.4 ― ―

鉄鋼事業(タイ国) 59,687 △20.7 6,839 △1.5

軌道用品事業 5,639 △1.7 625 2.6

その他 ― ― ― ―

合計 151,566 △17.5 14,853 6.1
 

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

鉄鋼事業(日本) 40,762 △14.4

鉄鋼事業(韓国) 44,536 △19.4

鉄鋼事業(タイ国) 59,790 △23.1

軌道用品事業 5,623 △14.5

その他 266 2.2

合計 150,978 △19.5
 

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合については、総販売実績に対する割合が100分の10以

上の相手先がないため、記載を省略しております。
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３ 【対処すべき課題】

今後の見通しにつきましては、各連結子会社、持分法適用関連会社を通じ、引き続き厳しい経営環境が予想され

ます。当社グループが属する各事業分野では、国内外メーカーとの競争が激化するものと予想されますが、国内外

の各事業において、生産設備の更新、拡充等により生産性の向上と原価低減を図り、また顧客重視による受注の確

保、営業販売努力に努め、当社グループとしてさらなる収益の向上を目指してまいります。

　当社グループは、持株会社体制のもと、社会に貢献できる可能性をあらゆる角度から検討し、傘下の事業会社の

それぞれの特性と機能を活かし、活力と調和のとれたグループ経営を推し進めるとともに、世界市場をターゲット

とした事業を展開してまいります。

 

４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社及び連結会社）が判断し

たものであります。

 

(1) 海外進出に潜在するリスク

当社グループの生産及び販売活動は、国内のみならず、米国、タイ国、韓国、バーレーン王国並びにサウジアラ

ビア王国で行われ、世界市場をターゲットにグローバルな事業を展開しております。これらの海外市場への事業進

出においては、各国で発生する恐れのあるテロ、戦争、その他の要因による社会的混乱により関係会社の業績と財

務状況に大きな悪影響を及ぼす可能性があります。また、各国での予期し得ない政治又は法環境の変化、経済状況

の変化等により、事業の遂行に問題が生じる可能性もあります。

 

(2) 為替レートの変動

当社グループは、世界市場をターゲットにグローバルな事業を展開しており、在外子会社、関連会社等の業績が

連結の経営成績に大きく影響を及ぼします。連結財務諸表は、各国の現地通貨を円換算して作成しているため、為

替レートの変動により財務内容に影響を及ぼします。また、当社グループが保有する現金及び預金のうち、外貨の

占める割合は高く、一般に、他の通貨に対する円高は、当社に悪影響を及ぼし、円安は当社に好影響をもたらすこ

とになります。なお、為替レートの変動による為替換算調整勘定の増減が包括利益並びに純資産に大きく影響を及

ぼしますが、為替換算調整勘定は在外子会社等を保有することで生じる連結財務諸表の報告上のものであり、当社

の業績そのものを左右するものでなく、今後とも引き続き海外事業の展開を続ける方針であることから為替換算調

整勘定の変動に対してヘッジは行っておりません。

 

(3) 製品販売価格とスクラップ価格の変動

当社グループの主力である鉄鋼事業の業績は、製品販売価格と主原料であるスクラップ価格の変動に大きく影響

され、各々の市場価格は、国内外の経済情勢をはじめ外部環境により大きく影響を受ける可能性があります。

　なお、中国からの鉄鋼製品・半製品の高水準な輸出が世界の鉄鋼市況を低迷させており、当社グループにも世界

各地で大きく影響を及ぼしております。今後とも中国の鋼材供給の動向に注意を払う必要があります。

 

(4) 電力リスク

当社グループはグローバルに事業を展開する電炉メーカーであり、大量の電力を使用する当社グループにとっ

て、大幅な電力単価の引上げや電力使用制限があれば、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。
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　(5) 中東合弁事業のリスク

当社は、世界市場をターゲットにグローバルな事業を展開しており、米国、タイ国、韓国に続く新たな展開先と

して、2007年に形鋼需要の拡大が見込まれる中東地域への進出を決定し、中東事業の合弁先であるFoulath社と共

に、2009年にはバーレーン王国にスルブカンパニーBSC(c)「以下SULB社」を設立し、主にＨ形鋼の生産・販売のた

め、直接還元鉄から製鋼、圧延の一貫工場を建設し、2011年には特別目的会社を通じてサウジアラビア王国の鉄鋼

メーカーの資産買収を行い、ユナイテッド・スルブカンパニー（“サウジスルブ”）LLC「以下Saudi Sulb社」を設

立し、中東での事業を進めてまいりました。

　SULB社は2013年７月末より商業生産を開始し、既にフル生産体制は確立しておりますが、石油価格下落による中

東地域での需要低迷、中国等からの安価な鉄鋼製品・半製品の流入による販売価格低迷、バーレーン王国における

電気、ガス、水道価格の値上げによるコスト増、直接還元鉄の原材料となるペレットの安定調達の課題等、当初想

定していなかった様々な要因により、非常に厳しい経営環境に直面しております。また、Saudi Sulb社において

も、同様に厳しい状況となっております。

　当社は中東合弁事業に多額の投資（貸付、債務保証含む）を行っており、中東の営業活動に伴う損失に加え、今

後、多額の投資損失が発生した場合は、当社グループの業績及び財務状況に大きな影響を及ぼす可能性がありま

す。

　　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６ 【研究開発活動】

当社グループの研究開発は、鉄鋼事業(日本)及び軌道用品事業を中心に各製造工程の技術スタッフが共同して

行っております。

鉄鋼事業(日本）では主に製鋼・圧延工程の生産効率及び品質向上等に関連した生産技術及び付加価値の高い新製

品の開発に取り組んでおります。

軌道用品事業では新しい溶接技術や締結方法の開発に取り組み、ユーザーの求める鉄道の高速化・重量物輸送に

適し、かつ保守性に優れた軌道用品の開発に努めております。

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は76百万円であります。

当連結会計年度における各セグメント別の主な研究の目的、主要課題、研究成果及び研究開発費は以下のとおり

であります。

 

(1) 鉄鋼事業(日本)

船舶用鋳鋼品等の性能向上に不可欠な鋳鋼品の強度向上に関する研究を産学連携で行っております。

 当事業に係る研究開発費は６百万円であります。

 

(2) 軌道用品事業

ローラー床板、PCまくらぎ分岐器、各種締結装置等の開発を行うことにより、分岐器の省メンテナンス化に取り

組んでおります。また、新幹線用の地震対策に関する脱線防止ガード・逸脱防止ガード等の受託研究を共同で行っ

ております。

　当事業に係る研究開発費は、受託研究費を含めて69百万円であります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

（流動資産）

当連結会計年度末における流動資産の残高は162,586百万円であり、前連結会計年度に比べ2,310百万円減少しま

した。減少の主な要因は、たな卸資産の残高が11,731百万円減少したことによります。

 

（固定資産）

当連結会計年度末における固定資産の残高は184,112百万円であり、前連結会計年度に比べ2,943百万円減少しま

した。減少の主な要因は、有形固定資産の残高が6,877百万円減少したことによります。

 

（流動負債）

当連結会計年度末における流動負債の残高は23,131百万円であり、前連結会計年度に比べ5,833百万円減少しまし

た。減少の主な要因は、支払手形及び買掛金の残高が3,765百万円減少したことによります。

 

（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債の残高は15,709百万円であり、前連結会計年度に比べ2,654百万円減少しまし

た。減少の主な要因は、長期借入金の残高が1,825百万円減少したことによります。

 

（純資産）

当連結会計年度末における純資産の残高は307,857百万円であり、前連結会計年度に比べ3,234百万円増加しまし

た。増加の主な要因は、利益剰余金の残高が9,385百万円増加したことによります。

また、自己資本比率は83.2％であり、前連結会計年度に比べ2.3ポイント増加しております。

 

なお、キャッシュ・フローの分析については、「１ 業績等の概要（2）キャッシュ・フロー」に記載のとおりで

あります。

 

 (2) 経営成績の分析

（売上高）

当連結会計年度の売上高は150,978百万円であり、前連結会計年度に比べ36,472百万円減少しました。これは、各

国において鋼材需要は全体として盛り上がりに欠ける状況が続くなか、スクラップ価格の下落及び中国からの安価

な鉄鋼製品・半製品の輸出の影響を受け、販売数量・価格とも厳しい状況となったこと等によります。

　

（売上原価、販売費及び一般管理費）

当連結会計年度の売上原価は127,029百万円であり、前連結会計年度に比べ40,222百万円減少しました。また、販

売費及び一般管理費は12,733百万円であり、前連結会計年度に比べ471百万円減少しました。

 

（営業外収益、営業外費用）

当連結会計年度の営業外収益は16,323百万円であり、前連結会計年度に比べ340百万円減少しました。これは、主

に持分法による投資利益が13,461百万円と前連結会計年度に比べ523百万円減少したことによります。また、営業外

費用は792百万円であり、前連結会計年度に比べ202百万円減少しました。

 

（特別利益、特別損失）

当連結会計年度の特別利益は123百万円であり、特別損失は1,681百万円でありました。特別損失の主なものは関

係会社株式売却損530百万円及び特別退職金873百万円であります。
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（法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額）

当連結会計年度の法人税、住民税及び事業税(法人税等還付税額を含む)と法人税等調整額の総額は8,615百万円で

あり、前連結会計年度に比べ1,025百万円増加しました。

 

（非支配株主に帰属する当期純利益）

当連結会計年度の非支配株主に帰属する当期純利益は1,689百万円であり、前連結会計年度に比べ87百万円減少し

ました。

 

以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高は前連結会計年度と比べ36,472百万円減の150,978百万円となりま

した。利益につきましては、営業利益は前連結会計年度と比べ4,222百万円増の11,215百万円、経常利益は前連結会

計年度と比べ4,083百万円増の26,747百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前連結会計年度と比べ1,506百万

円増の14,884百万円となりました。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ（当社及び連結子会社）では、生産設備の合理化、省力化を進め、品質の向上及び省エネルギー化に

よる原価低減のための投資を行いました。なお、当連結会計年度は、鉄鋼事業の製鋼・圧延設備の維持更新投資を中

心に総額3,636百万円の設備投資を行いました。

なお、所要資金は自己資金によっております。

 

２ 【主要な設備の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は以下のとおりであります。

(1) 国内子会社

平成28年３月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)

セグメン

トの名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(人)建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡)
その他 合計

ヤマトスチール㈱

本社

(兵庫県

姫路市)

鉄鋼事業

(日本)

製鋼設備

連続式鋳造鋼片製造設備

鉄鋼熱間圧延設備

金属加工機械設備

鋼製構造物製造設備

鋳鋼品製造設備

3,065 3,220
3,934

(402,420.9)
93 10,313 313

大和軌道製造㈱

本社

(兵庫県

姫路市)

軌道用品

事業

鉄道保安器製造設備

鉄鋼鍛造業用設備
198 330

198

(15,638.9)
27 755 127

大和商事㈱

本社

(兵庫県

姫路市)

その他 土地、建物等 113 29
606

(5,740.7)
10 760 22

 

 

(2) 在外子会社

平成27年12月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)

セグメン

トの名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(人)建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡)
その他 合計

ワイケー・スチー

ルコーポレーショ

ン

本社工場

(韓国

釜山)

鉄鋼事業

(韓国)

製鋼設備

連続式鋳造鋼片製造設備

鉄鋼熱間圧延設備

2,492 3,860
10,012

(232,132)
41 16,407 322

サ イ ア ム ・ ヤ マ

ト・スチールカン

パニーリミテッド

工場

(Thailand

Rayong)

鉄鋼事業

(タイ国)

製鋼設備

連続式鋳造鋼片製造設備

鉄鋼熱間圧延設備

7,448 21,327
1,809

（246,932）
1,911 32,497 797

 

(注) １　帳簿価額のうち、「その他」の内訳は工具・器具及び備品、建設仮勘定及びリース資産の合計であります。

なお、金額には消費税等は含んでおりません。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

３　サイアム・ヤマト・スチールカンパニーリミテッドは、工場用地の一部を賃借しております。年間リース料

は16百万円であり、賃借している土地の面積は、186,720㎡であります。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

特記すべき事項はありません。

(2) 重要な設備の除却等

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 171,257,770

計 171,257,770
 

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末

現在発行数(株)
(平成28年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年６月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 67,670,000 67,670,000
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は
100株であります。

計 67,670,000 67,670,000 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成24年３月30日
(注)

△290 69,750 ― 7,996 ― ―

平成27年６月17日
(注)

△1,500 68,250 ― 7,996 ― ―

平成27年12月28日
(注)

△580 67,670 ― 7,996 ― ―
 

(注) 発行済株式総数の減少は、自己株式の消却によるものであります。

　

(6) 【所有者別状況】

平成28年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 46 34 60 262 2 2,864 3,268 ―

所有株式数
(単元)

― 203,614 6,650 178,579 150,253 21 137,311 676,428 27,200

所有株式数
の割合(％)

― 30.10 0.98 26.40 22.22 0.00 20.30 100.00 ―
 

(注) 自己株式4,390株は、「個人その他」に43単元、「単元未満株式の状況」に90株を含めて記載しております。
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(7) 【大株主の状況】

平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

井　上　浩　行 兵庫県姫路市 7,555 11.17

井上不動産㈲ 兵庫県姫路市五軒邸２丁目128番地 5,592 8.26

三井物産㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目１－３ 4,573 6.76

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱(三井住友信託銀行再信
託分・㈱三井住友銀行退職給付
信託口)

東京都中央区晴海１丁目８―11 2,837 4.19

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱(信託口９)

東京都中央区晴海１丁目８―11 2,608 3.86

住友商事㈱ 東京都中央区晴海１丁目８―11 2,461 3.64

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８―11 2,426 3.59

日本マスタートラスト信託銀行
㈱(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11－３ 2,359 3.49

井　上　喜　美　子 兵庫県姫路市 1,739 2.57

㈱みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５－５ 1,675 2.48

計 ― 33,829 49.99
 

(注) １．平成27年10月22日付けで公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、フィデリティ

投信株式会社が平成27年10月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として

は当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりま

せん。

なお、当該大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に対する所
有株式数の割合（％）

フィデリティ投信株式会社
東京都港区虎ノ門四丁目３番１号　
城山トラストタワー

3,204,431 4.70
 

 
２．平成28年２月22日付けで公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、キャピタル・

ガーディアン・トラスト・カンパニーおよびその共同保有者４社が、平成28年２月15日現在で以下の株式を

所有している旨が記載されているものの、当社としては当事業年度末現在における実質所有株式数の確認が

できませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、当該大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に対する所
有株式数の割合（％）

キャピタル・ガーディアン・
トラスト・カンパニー

アメリカ合衆国カリフォルニア州、
ロスアンジェルス、サウスホープ・
ストリート333

280,100 0.41

キャピタル・インターナショ
ナル・リミテッド

英国SW1X 7GG、ロンドン、グロスヴェ
ノー・プレイス40

1,241,700 1.83

キャピタル・インターナショ
ナル・インク

アメリカ合衆国カリフォルニア州
90025、ロスアンジェルス、サンタ・
モニカ通り11100、15階

441,600 0.65

キャピタル・インターナショ
ナル・エス・エイ・アール・
エル

スイス国、ジュネーヴ1201、プラス・
デ・ベルグ3

249,200 0.37

キャピタル・インターナショ
ナル株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目１番１
号　明治安田生命ビル14階

2,464,700 3.64
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

4,300
― ―

(相互保有株式)
普通株式

1,201,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

66,437,500
664,375 ―

単元未満株式
普通株式

27,200
― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 67,670,000 ― ―

総株主の議決権 ― 664,375 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が90株含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)      

大和工業株式会社
兵庫県姫路市大津区吉美
380番地

4,300 ― 4,300 0.00

(相互保有株式)      

大和商事株式会社
兵庫県姫路市大津区吉美
380番地

1,200,000 ― 1,200,000 1.77

(相互保有株式)      

株式会社吉美
兵庫県姫路市大津区吉美
209―２

1,000 ― 1,000 0.00

計 ― 1,205,300 ― 1,205,300 1.78
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会（平成27年５月７日)での決議状況

（取得期間平成27年５月７日）
500,000 1,385,500,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 500,000 1,385,500,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） ― ―
   

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） ― ―
 

 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会（平成27年５月７日)での決議状況

（取得期間平成27年５月７日～５月20日）
100,000 300,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 100,000 281,305,700

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― 18,694,300

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） ― 6.23
   

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） ― ―
 

 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会（平成27年５月18日)での決議状況

（取得期間平成27年５月18日～５月29日）
100,000 300,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 100,000 292,165,900

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― 7,834,100

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） ― 2.61
   

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） ― ―
 

 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会（平成27年６月10日)での決議状況

（取得期間平成27年６月10日～６月19日）
200,000 600,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 193,500 597,715,500

残存決議株式の総数及び価額の総額 6,500 2,284,500

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 3.25 0.38
   

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） ― ―
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区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会（平成27年７月29日)での決議状況

（取得期間平成27年７月30日～10月27日）
300,000 900,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 300,000 833,063,800

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― 66,936,200

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） ― 7.44
   

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） ― ―
 

 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会（平成27年10月１日)での決議状況

（取得期間平成27年10月１日～12月25日）
300,000 800,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 90,000 220,207,400

残存決議株式の総数及び価額の総額 210,000 579,792,600

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 70.00 72.47
   

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） ― ―
 

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 207 642,142
   

当期間における取得自己株式 38 98,268
 

(注)　当期間における取得自己株式には、平成28年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 2,080,000 6,036,140,155 ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(　　―　　) ― ― ― ―
     

保有自己株式数 4,390 ― 4,428 ―
 

(注)　当期間における保有自己株式には、平成28年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主に対する配当については、企業グループとしての連結経営成績、財務状況に対応した配当を行うこ

とを基本とし、業界の動向、経営環境及び内部留保に基づく今後の諸策の展開を勘案し決定することを方針として

おります。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中

間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当事業年度の剰余金の配当については、国内外の企業グループの連結経営成績、財務状況および内部留保にもと

づく今後の事業展開等を勘案し、株主各位の日頃のご支援にお応えすべく、期末配当は１株につき25円とし、中間

期に実施した配当金１株につき20円を加え、年間配当金は１株につき45円となります。

内部留保資金の使途については、当社グループ各社の設備投資や技術開発等に有効活用することとします。

なお、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

また、当社は連結配当規制適用会社であります。

 
(注)基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成27年10月28日
取締役会決議

1,355 20

平成28年６月29日
定時株主総会決議

1,691 25
 

 
 
４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第93期 第94期 第95期 第96期 第97期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

最高(円) 2,905 2,785 3,820 3,760 3,420

最低(円) 1,779 2,002 2,505 2,730 2,214
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成27年10月 平成27年11月 平成27年12月 平成28年１月 平成28年２月 平成28年３月

最高(円) 3,255 3,420 3,385 3,255 2,824 2,605

最低(円) 2,381 3,125 3,000 2,547 2,214 2,260
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性15名　女性―名　（役員のうち女性の比率―％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

― 井　上　浩　行 昭和20年２月９日生

昭和44年３月 当社入社

(注)４ 7,555

昭和48年12月 当社取締役調査企画室長

昭和49年６月 当社常務取締役

昭和53年１月 当社代表取締役専務取締役

昭和56年12月 当社代表取締役社長(現)

平成２年４月 井上不動産㈲代表取締役(現)

代表取締役
専務取締役

― 梶　原　一　美 昭和25年３月11日生

昭和47年４月 当社入社

(注)５ ８

平成11年７月 当社経理部長

平成13年９月 当社経理部長兼システム管理部長

平成14年３月 ヤマトコウギョウアメリカ・インク

取締役社長

平成14年６月 当社取締役経理部長兼システム管理

部長

平成15年10月 当社取締役経営企画部長兼システム

管理部長

平成16年６月 当社常務取締役経営企画・海外

事業・システム管理担当

平成17年11月 当社常務取締役経営企画・システム

管理担当

平成20年６月 当社代表取締役専務取締役(現)

常務取締役 経営企画担当 吉　田　隆　文 昭和30年３月25日生

平成９年12月 ㈱日本興業銀行ソウル駐在員事務所

首席駐在員

(注)５ ４

平成14年４月 ㈱みずほコーポレート銀行金融法人

第二部次長

平成16年３月 当社総務部参与

ワイケー・スチールコーポレーショ

ン専務理事経営支援本部長

平成18年４月 当社事業開発部長

平成18年６月 当社取締役事業開発部長

平成19年６月 当社取締役経営企画部長

平成20年６月 当社常務取締役経営企画・内部統制

担当

平成27年12月 当社常務取締役経営企画担当（現）

常務取締役 事業開発担当 小　林　幹　生 昭和32年２月５日生

平成20年４月 三井物産㈱米州本部 鉄鋼製品

ディビジョナルオペレーティング

オフィサー
(注)５ ０

平成21年10月 三井物産㈱鉄鋼海外事業部長

平成24年４月 当社事業開発部長

平成24年６月 当社常務取締役事業開発担当（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役

相談役
― 河　田　繁　夫 昭和9年12月16日生

昭和33年３月 当社入社

(注)５ 27

昭和54年１月 当社取締役経理部長

昭和57年１月 当社常務取締役経理担当

昭和57年７月 当社常務取締役総務・経理・労務・

電算統括

昭和62年１月 ヤマトホールディングコーポレー

ション取締役社長

平成元年７月 当社専務取締役総務・経理・労務・

電算統括

平成５年６月 当社代表取締役専務取締役総務・

経理・人事・電算統括

平成９年２月 当社代表取締役専務取締役総務・

人事・経理・システム管理・安全

衛生管理統括

平成14年６月 当社取締役相談役（現）

平成25年12月 大和商事㈱代表取締役社長

取締役 技術統括担当 鳥　谷　良　則 昭和20年８月22日生

昭和43年４月 当社入社

(注)４ 14

平成３年６月 当社取締役米国合弁事業プロジェク

ト室ジェネラルマネージャー

平成12年６月 当社常務取締役鉄鋼統括部長兼海外

エンジニアリング事業統括部長兼

鋳鋼部長

平成15年９月 当社取締役辞任

平成15年10月 ヤマトスチール㈱代表取締役専務

取締役

平成19年６月 当社取締役

平成20年６月 ヤマトスチール㈱代表取締役社長

平成21年９月 当社取締役技術統括担当（現）

取締役

総務部長兼

内部統制・

内部監査担当

中　矢　憲　護 昭和42年２月５日生

平成３年４月 当社入社

(注)４ １

平成22年７月 当社総務部長

平成27年６月 当社取締役総務部長

平成27年12月 当社取締役総務部長兼内部統制・

内部監査担当（現）

取締役 ― 森　川　善　男 昭和22年７月11日生

昭和49年４月 当社入社

(注)４ ５

平成11年７月 当社海外エンジニアリング事業部長

平成11年11月 当社軌道用品部長

平成15年６月 大和軌道製造㈱取締役製造部長

平成17年６月 大和軌道製造㈱常務取締役工場統括

平成20年６月 大和軌道製造㈱専務取締役

平成21年６月 大和軌道製造㈱代表取締役社長(現)

平成21年６月 当社取締役(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 ― 小　畑　克　正 昭和27年８月13日生

昭和52年２月 当社入社

(注)４ ７

平成12年７月 当社鉄鋼部長

平成15年10月 ヤマトスチール㈱鉄鋼部長

平成16年６月 ヤマトスチール㈱取締役鉄鋼部長

平成20年６月 ヤマトスチール㈱常務取締役工場

統括

平成24年６月 ヤマトスチール㈱代表取締役専務

取締役工場統括

平成27年６月 ヤマトスチール㈱代表取締役

社長（現）

平成27年６月 当社取締役（現）

取締役 ― ダムリ・タン

シェヴァヴォン

昭和28年７月20日生

平成11年１月 Siam Yamato Steel Co.,Ltd.

マネ－ジングダイレクタ－

(注)４ －

平成16年７月 Cementhai Holding Co.,Ltd.

エグゼクティブヴァイスプレジデン

ト

平成17年２月 Siam Yamato Steel Co.,Ltd.

ダイレクタ－（現）

平成17年７月 Cementhai Holding Co.,Ltd.

プレジデント

平成23年１月 The Siam Cement Public Co.,Ltd.

アドバイザー(現)

平成23年６月 当社取締役（現）

平成27年４月 Thai Airways International

Public Co.,Ltd.

社外取締役(現)

取締役 ―
 

安　福　武之助

(注)１

昭和48年７月５日生

平成19年６月 ㈱神戸酒心館取締役副社長

(注)４ ０平成23年８月 ㈱神戸酒心館代表取締役社長(現)

平成27年６月 当社取締役(現)

取締役 ―
 

赤　松　清　茂

(注)２

昭和23年８月26日生

平成16年６月 朝日工業㈱取締役副社長

(注)５ －

平成17年４月 朝日工業㈱代表取締役副社長

平成18年１月 朝日工業㈱代表取締役社長

平成27年６月 朝日工業㈱相談役

平成28年６月 当社取締役（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常勤監査役 ―
 

福　原　久　和

 
昭和25年４月27日生

昭和49年４月 当社入社

(注)６ ８平成17年７月 当社経営企画部長

平成19年６月 当社常勤監査役(現)

常勤監査役 ―
 

米　澤　和　己

(注)３

昭和38年９月７日生

平成23年４月 ㈱三井住友銀行兵庫法人営業部部長

(注)７ －

平成25年４月 ㈱三井住友銀行神戸法人営業第二部

部長

平成28年４月 ㈱三井住友銀行監査部上席考査役

平成28年６月 当社常勤監査役(現)

監査役 ―
 

澤　田　　　恒

(注)３

昭和22年５月26日生

昭和51年４月 大阪弁護士会弁護士登録

野村清美法律事務所勤務

(注)６ －

昭和53年３月 神戸弁護士会へ登録変更

澤田法律事務所（現澤田・中上法律

事務所）主宰（現）

平成６年６月 当社監査役(現)

平成18年６月 神姫バス㈱社外監査役(現)

計 7,633
 

 

 

(注)１　取締役　安福武之助氏は、代表取締役社長　井上浩行氏の娘の配偶者であります。

２　取締役　赤松清茂氏は、社外取締役であります。

３　監査役　米澤和己氏及び澤田恒氏は、社外監査役であります。

４　取締役の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

５　取締役の任期は、平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成30年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

６　監査役の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成31年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

７　監査役の任期は、平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成31年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

８　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(株)

中　上　幹　雄 昭和38年３月19日

平成10年４月

 

神戸弁護士会弁護士登録

澤田・菊井法律事務所（現澤田・

中上法律事務所）入所

－平成17年４月

 

澤田・中上法律事務所パートナー

弁護士(現)

平成22年６月 西芝電機㈱社外監査役(現)

平成23年６月 グローリー㈱社外監査役(現)
 

　
（注）任期満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査

役の任期満了の時までであります。また、補欠監査役の選任に係る決議が効力を有す

る期間は、平成32年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、コーポレート・ガバナンスを企業としての意思決定および責任体制に関する公平性・透明性・適法性

を株主ならびに社会に対して明確化することであると認識し、重要な経営課題と位置づけます。すべてのステー

クホルダーからの信頼と期待に応えるため、企業経営の充実を図ると共に、経営方針や決算概要を含めた会社の

概況の適時適切な開示に努めます。

 

1.会社の機関の内容

①　取締役会

当社は、平成15年10月に持株会社体制に移行し、グループ経営に関わる意思決定の明確化と業務執行の迅速化

を行ってきました。平成19年６月28日開催の第88回定時株主総会の決議をもって、主たる事業会社の取締役が当

社取締役会に参加し、グローバルなグループ経営の経営環境の変化に迅速に対応できる機動的な取締役会体制の

運営を図っていくとともに、年４回の定例会議のほか、必要に応じて臨時に会議を開催し、リスクの発見とその

未然防止に努めます。取締役会において各取締役は、法定の事項や主要な経営課題に関する重要事項を決定する

と共に、法令遵守と適切なリスク管理の下での効果・効率の高い事業運営に努めます。

なお、取締役の員数については、平成19年６月28日開催の第88回定時株主総会の決議をもって、従来の９名以

内から12名以内に変更されており、本報告書提出日現在の構成は社外取締役１名を含む12名となっております。

②　監査役会

当社は、監査役会制度を採用しており、監査体制の強化・充実を図るため、平成19年６月28日開催の第88回定

時株主総会の決議をもって、従来の常勤監査役１名と非常勤監査役２名の陣容から、常勤監査役２名（内、社外

監査役１名）と非常勤監査役１名の陣容に変更し、監査役会機能の強化を図っております。

③　現状の体制を採用する理由

当社は、平成15年10月に持株会社体制に移行し、取締役会は少数構成で機動的かつ効率的な意思決定を図り、

年４回の定例会議のほか、必要に応じて臨時に会議を開催し、リスクの発見とその未然防止に取り組んでおりま

す。
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2.内部統制システムの整備状況

＜内部統制システム整備の基本方針＞

 
１．取締役の職務の執行が法令および定款に適合し、かつ効率的に行われることを確保するための体制

　①　業務執行が適正に行われるようコンプライアンス等内部管理体制の整備充実を行う。

②　監査役からは業務報告、監査計画、監査状況について定期的な報告を受け、取締役の職務執行の適正確保に

努め、同時に取締役会の充実によって取締役間相互の意思疎通の強化を図る。

③　市民社会の秩序や企業活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、不当な圧力・

要求に対しては、断固拒絶する。

 
２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　　　取締役の職務執行に係る情報・文書の取扱いについては、「文書および記録の管理規定」に基づきその保存

媒体に応じて、適切かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理することとし、「文書および記録の管理規

定」に定める保管期間中は、閲覧可能な状態を維持することとする。

　

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　①　当社は、リスク管理体制の基礎として、「経営危機管理規定」を定め、当社の業務執行に係るリスクとし

て、「経営危機管理規定」に定めるリスクを認識し、同規定に沿ったリスク管理体制を構築する。

　②　不測の事態が発生した場合には、総務担当役員を本部長とする対策本部を設置し、情報連絡チームおよび顧

問弁護士等を含む外部アドバイザリーチームを組織し迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれを最小限

に止める体制を整える。

 
４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を定期に開催す

るほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、当社の経営方針および経営戦略に関わる重要事項につ

いては、事前に役付取締役によって構成される経営会議において議論を行い、その審議を経て執行決定を行

うものとする。

②　取締役会の決定に基づく業務執行については、「職制規定」、「業務分掌規定」においてそれぞれの責任者

およびその責任、執行手続きの詳細について定めることとする。
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５．使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

①　コンプライアンス体制の基礎として、「大和工業グループ社員行動基準」を定める。担当役員をトップとす

る内部統制室および内部監査室（以下「内部監査部門」という）を設置し、内部統制システムの構築・維

持・向上を推進する。

②　内部監査部門は、内部統制委員による内部監査（定例・臨時）の結果報告を受け、必要に応じて当社および

グループ会社の各担当部署に対して、関係規則・ガイドラインの策定、研修の実施を行うものとする。

③　内部監査部門担当役員は、当社およびグループ会社における重大な法令違反、その他コンプライアンスに関

する重要な事実を発見した場合には直ちに監査役に報告するとともに、遅滞なく経営会議において報告する

ものとする。

　④　法令違反その他コンプライアンスに関する事実についての社内通報体制として「公益通報者保護規定」およ

び「大和工業グループ社員行動基準」に基づきその運用を行うこととする。

　⑤　監査役は当社の法令遵守体制および社内通報体制の運用に問題があると認めるときは、意見を述べることが

できるものとする。

　⑥　財務報告の信頼性を確保するために、財務に係る業務の仕組みを整備・構築し、業務の改善に努めるものと

する。

 

６．当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　①　グループ会社における業務の適正を確保するため、グループ企業全てに適用される行動指針「大和工業グ

ループ社員行動基準」を基礎として、グループ各社での諸規定を定めるものとする。

　　　経営管理については、企業集団における経営の適正かつ効率的な運営を図るため、グループ各社経営管理基

本方針を定め、「グループ会社管理規定」に従い当社への決裁・報告制度による子会社経営の管理を行うも

のとし、必要に応じてモニタリングを行うものとする。

　　　取締役は、グループ会社において、法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合に

は、監査役に報告するものとする。

　②　内部統制委員による、子会社に対する経営管理に係る監査の実施により、法令違反または、コンプライアン

ス上問題があると判断された場合には、内部統制委員は、内部監査部門に報告し、内部監査部門担当役員は

直ちに監査役に報告を行うとともに、子会社に対して意見を述べることができるものとする。監査役は意見

を述べるとともに、改善策の策定を求めることができるものとする。

　③　リスク管理体制の基礎として「経営危機管理規定」を定め、グループ会社と連携を図り、同規定に沿った

リスク管理体制を構築する。

 

７．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

　①　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、当社の使用人から監査役補助者を任命す

る。監査役補助者の評価は監査役が行い、監査役補助者の任命、異動等の改定については監査役会の同意を

得た上で取締役会が決定することとし、取締役からの独立を確保するものとする。

　②　監査役補助者は業務の執行にかかる役職を兼務しないこととする。
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８．当社およびグループ各社の取締役および使用人が当社の監査役に報告するための体制

　①　当社およびグループ各社の取締役および使用人が監査役に報告すべき事項および時期を定めることとし、当

社の業務または業績に影響を与える重要な事項について、監査役にその都度報告するものとする。

　　　前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役および使用人に対して報告を求めることができる

こととする。

　②　社内通報制度の適切な運用を維持することにより、法令違反その他のコンプライアンスの問題について監査

役への適切な報告体制を確保するものとする。

　③　監査役への報告を行った当社およびグループ各社の取締役および使用人に対し、当該報告を行ったことを理

由として不利な扱いを行うことを禁止する。

　④　監査役がその職務について、当社に対し費用の前払い等の請求をした時は、担当部署において審議のうえ、

当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速やか

に当該費用または債務を処理する。

 

 

＜内部統制システムに関する模式図＞

(平成28年６月30日現在)
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3.内部監査及び監査役監査の状況

①　内部監査

内部監査部門として、内部統制室および内部監査室（構成人員３名　平成28年６月30日現在）を設置しており

ます。

②　監査役監査

監査役は、取締役会のほか経営会議等重要な会議に出席し意見の表明を行うとともに、取締役の日常的活動の

監査と会計監査人からの報告の収受など監査業務を行っております。

③　財務および会計に関する相当程度の知見を有する監査役

監査役福原久和氏は、当社の経営企画部に長年在籍し、決算ならびに財務諸表等の作成を統括していたことか

ら、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。

監査役米澤和己氏は、銀行において長年金融業務を担当しており、財務および会計に関する相当程度の知見を

有しております。

④　内部監査、監査役監査および会計監査の相互連携

内部統制室および内部監査室は監査役と監査計画や監査状況等について定期的なミーティングなど随時意見交

換を行っております。

　また、内部統制室および内部監査室は期末時における内部統制監査報告のほか、内部統制・コンプライアンス

に関する企業外部からの情報を、経営者および監査役に伝達しております他、会計監査については監査役と会計

監査人が定期的にミーティングを行い監査に関する情報を共有しております。

 

4.会計監査の状況

　＜当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名＞

西川　浩司（ＰｗＣあらた監査法人）

高濱　　滋（ＰｗＣあらた監査法人）

　＜当社の会計監査業務に係る補助者の構成＞

公認会計士　　４名

その他　　　　７名

 

5.社外取締役および社外監査役

①　社外取締役および社外監査役の員数ならびに人的関係、資本的関係および取引関係その他の利害関係

当社の社外取締役は１名であり、社外監査役は２名であります。

社外監査役米澤和己氏は、当社グループの取引銀行である株式会社三井住友銀行の出身者であり、平成28年３

月末時点において当社グループは同行から335百万円の借入残高がありますが、総資産の割合から鑑みて重要性が

ないものと判断しております。さらに、当社と同行との間には、平成28年３月末時点において、同行が当社株式

3,381,900株を保有するとともに当社グループが同行株式106,484株を保有しておりますが、議決権の保有割合か

ら鑑みて重要性がないものと判断しております。

社外監査役澤田恒氏は、弁護士であり、当社と同氏との間で顧問契約を結んでおりますが、特別の利害関係を

生じさせる重要性がないものと判断しております。

なお、上記以外に社外取締役および社外監査役と当社に人的関係、資本的関係および取引関係その他の利害関

係はありません。
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②　社外取締役または社外監査役が提出会社の企業統治において果たす機能および役割

社外取締役赤松清茂氏は、長年にわたる経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有していることから、取締

役会における積極的な提言および助言による当社の経営機能強化を期待するとともに、客観的・中立的な立場か

らの業務執行の監督機能強化に有効であると考えております。

社外監査役米澤和己氏は、長年にわたる金融機関での経験があり、金融の専門家としての専門知識と高い見識

を有していること、社外監査役澤田恒氏は、弁護士として企業法務に通じており、幅広い知識と豊富な知見を有

していることから、出席した取締役会において適宜弁護士として、また金融関連業務全般の専門的な立場からの

発言により、リスクの発見とその未然防止に貢献し、多方面からの監査が出来るものと考えております。

なお、社外監査役との連携については、取締役会開催の都度、社外監査役による監査のために、常勤監査役よ

り社外監査役への事前説明等、緊密な連絡をとっております。

また、当社は法令に定める社外監査役の員数を欠くことになる場合に備え、中上幹雄氏を補欠監査役に選任し

ております。

 

③　社外取締役または社外監査役の選任状況に関する提出会社の考え方

当社との利害関係や独立性に留意し、企業経営や各分野の専門的知識に基づき、客観的・中立的な視点から経

営を監視、監督していただける方を選任し、経営の透明性を確保、向上させることを基本としております。

なお、当社は、社外取締役および社外監査役（以下「社外役員」と総称する）または社外役員候補者の独立性

基準を以下のとおり定め、次の項目のいずれにも該当しない場合に、独立性を有し、一般株主と利益相反が生じ

るおそれがないものと判断します。

 

(1)　当社および当社の子会社（以下「当社グループ」と総称する）の業務執行者（注１）または過去10年間

（但し、過去10年内のいずれかの時において当社グループの非業務執行取締役、監査役または会計参与で

あったことのある者にあっては、それらの役職への就任の前10年間）において当社グループの業務執行者で

あった者

(2)　当社グループを主要な取引先とする者（注２）またはその業務執行者　

(3)　当社グループの主要な取引先（注３）またはその業務執行者

(4)　当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産（注４）を得ているコンサルタント、会計専門

家または法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は当該団体に所属する者）

(5)　当社グループの法定監査を行う監査法人に所属する者

(6)　当社グループから一定額を超える寄附または助成（注５）を受けている者（当該寄附または助成を受けて

いる者が法人、組合等の団体である場合は当該団体の業務執行者）

(7)　当社グループが資金調達に必要不可欠であり、代替性がない程度に依存している主要な金融機関その他の

大口債権者（注６）またはその親会社もしくは子会社の業務執行者

(8)　当社グループの主要株主（注７）または当該主要株主が法人である場合には当該法人の業務執行者

(9)　当社グループが主要株主である会社の業務執行者

(10) 当社グループから取締役（常勤・非常勤を問わない）を受け入れている会社またはその親会社もしくは子

会社の業務執行者

(11) 過去３年間において上記(2)から(10)に該当していた者

(12) 上記(1)から(11)に該当する者（重要な地位にある者（注８）に限る）の近親者等（注９）

(13) 前各号の定めにかかわらず、その他当社との利益相反関係が生じ得る特段の事由が存在すると認められる

者
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（注）１．業務執行者とは、会社法施行規則第２条第３項第６号に規定する業務執行者をいい、業務執行取締役

のみならず、使用人を含む。監査役は含まれない。なお、社外監査役については、非業務執行取締役を

含む

２．当社グループを主要な取引先とする者とは、当社グループに対して製品またはサービスを提供してい

る取引先グループ（直接の取引先、その親会社および子会社ならびに当該親会社の子会社から成る企業

集団をいう。以下同じ）であって、直近事業年度における取引額が、当該グループの年間連結売上高の

２％を超える者

３．当社グループの主要な取引先とは、当社グループが製品またはサービスを提供している取引先グルー

プであって、直近事業年度における取引額が、当社グループの年間連結売上高の２％を超える者

４．多額の金銭その他の財産とは、直近事業年度における、役員報酬以外の年間１千万円を超える金銭そ

の他の財産上の利益をいう（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体の直

近事業年度における総収入額の２％を超える金銭その他の財産上の利益をいう）

５．一定額を超える寄附または助成とは、過去３事業年度の平均で年間１千万円またはその者の直近事業

年度における総収入額の２％のいずれか高い方の額を超える寄附または助成をいう

６．主要な金融機関その他の大口債権者とは、直近事業年度末における全借入額または全債務額が当社の

連結総資産の２％を超える金融機関または債権者をいう

７．主要株主とは、議決権保有割合10％以上（直接保有、間接保有の双方を含む）の株主をいう

８．重要な地位にある者とは、取締役（社外取締役を除く）、執行役、執行役員および部長職以上の上級

管理職にある使用人ならびに監査法人または会計事務所に所属する者のうち公認会計士、法律事務所に

所属する者のうち弁護士、財団法人・社団法人・学校法人その他の法人に所属する者のうち評議員、理

事および監事等の役員、その他同等の重要性を持つと客観的・合理的に判断される者をいう

９．近親者等とは、配偶者および二親等内の親族をいう

 

④　責任限定契約

会社法第427条第１項に基づき、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）および監査役との間におい

て、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限

度額は、法令が定める額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役（業務執行取締役

等であるものを除く。）および監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないと

きに限られます。
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6.役員報酬の内容

①　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

281 223 ― ― 57 9

監査役
(社外監査役を除く。)

26 21 ― ― 4 1

社外役員 47 33 ― ― 14 3
 

(注) 退職慰労金には当事業年度に役員退職慰労引当金繰入額として費用処理した金額を記載しております。

②　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上であるものが存在しないため、記載しておりません。

③　役員の報酬等の額の決定に関する方針

取締役の報酬につきましては、株主総会で決議された取締役の報酬等の額内で、毎年の株主総会直後に開かれ

る役付取締役会において会社の業績や経営内容、経済情勢等を考慮し決定しております。

監査役の報酬につきましては、株主総会で決議された監査役の報酬等の額内で、監査業務の分担の状況等を考

慮し、監査役の協議により決定しております。

 

7.取締役及び監査役の選任の決議要件

当社は、取締役及び監査役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

また、取締役の選任は、累積投票によらないものとする旨を定款で定めております。

 

8.株主総会決議事項の取締役会での決議

当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行できるようにするため、会社法第165条第２項の規

定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めており

ます。

また、当社は、株主に対して機動的な利益還元を行えるようにするため、取締役会の決議によって、毎年９月

30日を基準日として会社法第454条第５項の規定による中間配当をすることができる旨を定款で定めております。

 

9.株主総会特別決議の要件

当社は、株主総会特別決議に必要な定足数の確保をより確実にするため、会社法第309条第２項に定める決議

は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２

以上をもって行う旨を定款で定めております。

 

10.取締役の定数

当社の取締役は12名以内とする旨を定款で定めております。
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11.株式の保有状況

当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額が最も大きい会社（最大保有会社）である当社につ

いて、以下のとおりであります。

①　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数　　　　　　　　　　　　 28銘柄

貸借対照表計上額の合計額　　　 6,849百万円

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

（前事業年度）

　特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

住友商事㈱ 2,017,927 2,594 取引関係の維持強化

㈱名村造船所 1,626,300 1,845 取引関係の維持強化

東海旅客鉄道㈱ 30,000 652 取引関係の維持強化

阪和興業㈱ 1,039,500 507 取引関係の維持強化

新日鐵住金㈱ 1,500,000 453 取引関係の維持強化

西日本旅客鉄道㈱ 60,000 378 取引関係の維持強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,767,400 373 取引関係の維持強化

SECカーボン㈱ 955,000 326 取引関係の維持強化

㈱三井住友フィナンシャルグループ 65,084 299 取引関係の維持強化

京阪電気鉄道㈱ 355,390 260 取引関係の維持強化

近畿日本鉄道㈱ 490,076 216 取引関係の維持強化

㈱岡三証券グループ 137,049 130 取引関係の維持強化

乾汽船㈱ 107,300 108 取引関係の維持強化

東日本旅客鉄道㈱ 10,000 96 取引関係の維持強化

三井住友
トラスト・ホールディングス㈱

99,891 49 取引関係の維持強化

清和中央ホールディングス㈱ 5,000 30 取引関係の維持強化

兵機海運㈱ 100,000 18 取引関係の維持強化

阪急阪神ホールディングス㈱ 18,200 13 取引関係の維持強化

小野建㈱ 7,150 7 取引関係の維持強化

第一生命保険㈱ 2,100 3 取引関係の維持強化

サノヤスホールディングス㈱ 1,000 0 取引関係の維持強化
 

 

　みなし保有株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

住友商事㈱ 268,000 344 取引関係の維持強化

㈱三井住友フィナンシャルグループ 13,000 59 取引関係の維持強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 63,000 13 取引関係の維持強化
 

(注)１ 貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算しておりません。

　　　２ 上記みなし保有株式は、議決権行使の指図権限を有しております。
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（当事業年度）

　特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

住友商事㈱ 2,017,927 2,257 取引関係の維持強化

㈱名村造船所 1,626,300 1,370 取引関係の維持強化

東海旅客鉄道㈱ 30,000 597 取引関係の維持強化

阪和興業㈱ 1,039,500 493 取引関係の維持強化

西日本旅客鉄道㈱ 60,000 416 取引関係の維持強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,767,400 297 取引関係の維持強化

京阪電気鉄道㈱ 355,390 281 取引関係の維持強化

SECカーボン㈱ 955,000 268 取引関係の維持強化

近鉄グループホールディングス㈱ 490,076 223 取引関係の維持強化

㈱三井住友フィナンシャルグループ 65,084 222 取引関係の維持強化

東日本旅客鉄道㈱ 10,000 97 取引関係の維持強化

㈱岡三証券グループ 137,049 80 取引関係の維持強化

三井住友
トラスト・ホールディングス㈱

99,891 32 取引関係の維持強化

清和中央ホールディングス㈱ 5,000 15 取引関係の維持強化

兵機海運㈱ 100,000 13 取引関係の維持強化

阪急阪神ホールディングス㈱ 18,200 13 取引関係の維持強化

小野建㈱ 7,150 7 取引関係の維持強化

第一生命保険㈱ 2,100 2 取引関係の維持強化

サノヤスホールディングス㈱ 1,000 0 取引関係の維持強化
 

 

　みなし保有株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

住友商事㈱ 268,000 299 取引関係の維持強化

㈱三井住友フィナンシャルグループ 13,000 44 取引関係の維持強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 63,000 10 取引関係の維持強化
 

(注)１ 貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算しておりません。

　　　２ 上記みなし保有株式は、議決権行使の指図権限を有しております。

 

③　保有目的が純投資目的である投資株式

 

前事業年度
(百万円)

当事業年度
(百万円)

貸借対照表
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 ― ― ― ― ―

非上場株式以外の株式 2 90 1 ― △8
 

 

④　当事業年度中に、投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更した投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

乾汽船㈱ 107,300 88
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(2) 【監査報酬の内容等】

1.【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 36 ― 36 ―

連結子会社 ― 1 ― 0

計 36 1 36 0
 

 

2.【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

当社連結子会社であるヤマトコウギョウアメリカ・インク、ワイケー・スチールコーポレーション及びサイア

ム・ヤマト・スチールカンパニーリミテッドは、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているプ

ライスウォーターハウスクーパースに対して、総額55百万円の監査報酬を支払っております。

 

当連結会計年度

当社連結子会社であるヤマトコウギョウアメリカ・インク、ワイケー・スチールコーポレーション及びサイア

ム・ヤマト・スチールカンパニーリミテッドは、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているプ

ライスウォーターハウスクーパースに対して、総額59百万円の監査報酬を支払っております。

 

3.【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

当社連結子会社が、当社の監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、主に「電気事

業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」に基づく、減免申請書に対する合意された手続

きであります。

 

当連結会計年度

当社連結子会社が、当社の監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、「電気事業者

による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」に基づく、減免申請書に対する合意された手続きで

あります。

 
4.【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、当社の事業規模・特性、監査日数・人員等を勘案し、監査法人と協議を行い、監査

役会の同意を得て決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成27年４月１日から平成28年３月31

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)の財務諸表について、ＰｗＣあら

た監査法人により監査を受けております。

　なお、従来、当社が監査証明を受けているあらた監査法人は、平成27年７月1日に名称を変更し、ＰｗＣあらた監査

法人となりました。

 

３  連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、また、監査法人及び各種団体

の行う研修等に参加しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 96,711 112,455

  受取手形及び売掛金 27,450 21,432

  商品及び製品 16,509 9,769

  仕掛品 401 407

  原材料及び貯蔵品 20,770 15,773

  その他 3,068 2,761

  貸倒引当金 △15 △12

  流動資産合計 164,896 162,586

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※1  33,868 ※1  32,443

    減価償却累計額 △18,309 △18,525

    建物及び構築物（純額） 15,558 13,917

   機械装置及び運搬具 ※1  117,300 ※1  112,418

    減価償却累計額 △84,168 △83,606

    機械装置及び運搬具（純額） 33,132 28,812

   工具、器具及び備品 2,263 1,957

    減価償却累計額 △2,000 △1,761

    工具、器具及び備品（純額） 263 195

   土地 ※1  17,741 ※1  16,949

   建設仮勘定 1,930 1,886

   その他 102 94

    減価償却累計額 △66 △69

    その他（純額） 36 24

   有形固定資産合計 68,662 61,784

  無形固定資産   

   のれん 1,618 1,258

   その他 400 369

   無形固定資産合計 2,018 1,628

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※1,※2  54,229 ※1,※2  47,229

   出資金 ※2  45,297 ※2  52,029

   関係会社長期貸付金 1,691 6,568

   長期預金 12,074 12,105

   退職給付に係る資産 2,535 2,055

   その他 746 927

   貸倒引当金 △200 △216

   投資その他の資産合計 116,374 120,699

  固定資産合計 187,055 184,112

 資産合計 351,952 346,698
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 14,115 10,350

  短期借入金 2,117 1,675

  未払金 4,643 4,242

  未払費用 3,976 3,400

  未払法人税等 1,545 1,282

  賞与引当金 491 507

  その他 2,074 1,673

  流動負債合計 28,965 23,131

 固定負債   

  長期借入金 1,825 -

  繰延税金負債 11,920 11,592

  役員退職慰労引当金 1,528 1,409

  退職給付に係る負債 2,969 2,648

  その他 121 59

  固定負債合計 18,364 15,709

 負債合計 47,329 38,841

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 7,996 7,996

  資本剰余金 92 -

  利益剰余金 242,556 251,941

  自己株式 △719 △306

  株主資本合計 249,925 259,632

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 4,192 3,414

  為替換算調整勘定 30,228 25,642

  退職給付に係る調整累計額 386 △139

  その他の包括利益累計額合計 34,807 28,917

 非支配株主持分 19,888 19,306

 純資産合計 304,622 307,857

負債純資産合計 351,952 346,698
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

売上高 187,451 150,978

売上原価 ※1  167,251 ※1  127,029

売上総利益 20,199 23,949

販売費及び一般管理費   

 荷造運搬費 6,175 5,861

 給料及び手当 1,779 1,890

 賞与引当金繰入額 111 116

 退職給付費用 117 101

 役員退職慰労引当金繰入額 154 175

 減価償却費 146 148

 租税公課 197 244

 その他 ※6  4,523 ※6  4,195

 販売費及び一般管理費合計 13,205 12,733

営業利益 6,993 11,215

営業外収益   

 受取利息 654 993

 受取配当金 250 845

 持分法による投資利益 13,984 13,461

 為替差益 909 -

 デリバティブ評価益 117 190

 その他 748 832

 営業外収益合計 16,664 16,323

営業外費用   

 支払利息 302 149

 デリバティブ評価損 561 -

 為替差損 - 539

 その他 131 103

 営業外費用合計 994 792

経常利益 22,663 26,747
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

特別利益   

 固定資産売却益 ※2  0 ※2  13

 投資有価証券売却益 168 109

 特別利益合計 169 123

特別損失   

 固定資産売却損 ※3  0 ※3  0

 固定資産除却損 ※4  12 ※4  175

 投資有価証券売却損 - 82

 関係会社株式売却損 - 530

 貸倒引当金繰入額 71 6

 特別退職金 - ※5  873

 その他 3 13

 特別損失合計 88 1,681

税金等調整前当期純利益 22,744 25,189

法人税、住民税及び事業税 7,189 9,029

法人税等還付税額 - △1,027

法人税等調整額 400 613

法人税等合計 7,589 8,615

当期純利益 15,154 16,573

非支配株主に帰属する当期純利益 1,777 1,689

親会社株主に帰属する当期純利益 13,377 14,884
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当期純利益 15,154 16,573

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 787 △782

 為替換算調整勘定 20,455 △6,293

 退職給付に係る調整額 207 △532

 持分法適用会社に対する持分相当額 11,239 △0

 その他の包括利益合計 ※  32,690 ※  △7,609

包括利益 47,845 8,963

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 43,668 8,994

 非支配株主に係る包括利益 4,177 △30
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 7,996 341 231,428 △588 239,177

会計方針の変更による

累積的影響額
  36  36

会計方針の変更を反映

した当期首残高
7,996 341 231,464 △588 239,213

当期変動額      

剰余金の配当   △2,286  △2,286

親会社株主に帰属する

当期純利益
  13,377  13,377

自己株式の取得  △248  △106 △355

自己株式の消却     ―

連結子会社株式の取得

による持分の増減
   △24 △24

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― △248 11,091 △130 10,711

当期末残高 7,996 92 242,556 △719 249,925
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 3,408 928 180 4,517 15,987 259,682

会計方針の変更による

累積的影響額
    2 38

会計方針の変更を反映

した当期首残高
3,408 928 180 4,517 15,989 259,720

当期変動額       

剰余金の配当      △2,286

親会社株主に帰属する

当期純利益
     13,377

自己株式の取得      △355

自己株式の消却      ―

連結子会社株式の取得

による持分の増減
    △2 △27

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
784 29,300 206 30,290 3,902 34,192

当期変動額合計 784 29,300 206 30,290 3,899 44,901

当期末残高 4,192 30,228 386 34,807 19,888 304,622
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 当連結会計年度(自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 7,996 92 242,556 △719 249,925

会計方針の変更による

累積的影響額
    ―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
7,996 92 242,556 △719 249,925

当期変動額      

剰余金の配当   △2,676  △2,676

親会社株主に帰属する

当期純利益
  14,884  14,884

自己株式の取得  △92 △117 △2,291 △2,501

自己株式の消却   △2,704 2,704 ―

連結子会社株式の取得

による持分の増減
    ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― △92 9,385 413 9,706

当期末残高 7,996 ― 251,941 △306 259,632
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 4,192 30,228 386 34,807 19,888 304,622

会計方針の変更による

累積的影響額
     ―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
4,192 30,228 386 34,807 19,888 304,622

当期変動額       

剰余金の配当      △2,676

親会社株主に帰属する

当期純利益
     14,884

自己株式の取得      △2,501

自己株式の消却      ―

連結子会社株式の取得

による持分の増減
     ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
△778 △4,585 △525 △5,889 △582 △6,471

当期変動額合計 △778 △4,585 △525 △5,889 △582 3,234

当期末残高 3,414 25,642 △139 28,917 19,306 307,857
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 22,744 25,189

 減価償却費 6,749 6,412

 のれん償却額 404 359

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 18 13

 賞与引当金の増減額（△は減少） 54 15

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 95 △116

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 144 △298

 受取利息及び受取配当金 △904 △1,838

 支払利息 302 149

 為替差損益（△は益） 19 △34

 持分法による投資損益（△は益） △13,984 △13,461

 固定資産売却損益（△は益） 0 △13

 投資有価証券売却損益（△は益） △168 △27

 関係会社株式売却損益（△は益） - 530

 固定資産除却損 12 175

 売上債権の増減額（△は増加） 8,968 5,188

 たな卸資産の増減額（△は増加） 1,504 9,867

 仕入債務の増減額（△は減少） △6,877 △3,148

 未払金の増減額（△は減少） △56 △84

 その他 1,226 △56

 小計 20,253 28,821

 利息及び配当金の受取額 9,974 13,104

 利息の支払額 △353 △168

 法人税等の支払額 △7,130 △8,370

 営業活動によるキャッシュ・フロー 22,744 33,386

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △29,798 △15,594

 定期預金の払戻による収入 13,576 19,103

 有形固定資産の取得による支出 △4,051 △3,820

 有形固定資産の売却による収入 0 18

 投資有価証券の取得による支出 △2 △21

 投資有価証券の売却による収入 388 194

 関係会社貸付けによる支出 △1,361 △5,209

 その他 △128 △65

 投資活動によるキャッシュ・フロー △21,376 △5,394
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △1,831 △2,047

 自己株式の取得による支出 △0 △2,225

 配当金の支払額 △2,284 △2,673

 非支配株主への配当金の支払額 △380 △617

 その他 △20 △18

 財務活動によるキャッシュ・フロー △4,517 △7,582

現金及び現金同等物に係る換算差額 448 △653

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,701 19,757

現金及び現金同等物の期首残高 15,484 12,783

現金及び現金同等物の期末残高 ※  12,783 ※  32,540
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数　8社

　連結子会社名は、「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載しているため、省略しております。

 

 (2) 主要な非連結子会社の名称等

     主要な非連結子会社はありません。

     (連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないためであります。

 

２　持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法適用関連会社数　6社

ニューコア・ヤマト・スチールカンパニー、アーカンソー・スチール・アソシエイツLLC、アドバンスト・ス

チール・リカバリーLLC、スルブカンパニーBSC(c)、ユナイテッド・スチールカンパニー（“スルブ”）Bahrain

Venture Co.W.L.L.、ユナイテッド・スルブカンパニー（“サウジスルブ”）LLC

 

(2) 　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社(姫路鉄鋼リファイン株式会社及び株式会社吉美他)は、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しておりま

す。

 

(3) 　持分法適用関連会社ニューコア・ヤマト・スチールカンパニー、アーカンソー・スチール・アソシエイツLLC、

アドバンスト・スチール・リカバリーLLC、スルブカンパニーBSC(c)、ユナイテッド・スチールカンパニー（“ス

ルブ”）Bahrain Venture Co.W.L.L.及びユナイテッド・スルブカンパニー（“サウジスルブ”）LLCの決算日

（12月31日）と連結決算日との差異が３か月を超えないため、当該決算日に係る財務諸表を基礎として連結財務

諸表を作成しております。

　なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社ヤマトコウギョウアメリカ・インク、ヤマトホールディングコーポレーション、ヤマトコウギョウ

(ユー・エス・エー)コーポレーション、ワイケー・スチールコーポレーション及びサイアム・ヤマト・スチールカ

ンパニーリミテッドの決算日(12月31日)と連結決算日との差異が３か月を超えないため、当該決算日に係る財務諸

表を基礎として、連結財務諸表を作成しております。

なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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４　会計方針に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

   ①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は主として移動平均法により算定しております)。

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

 

   ②　デリバティブ

時価法によっております。

 

   ③　たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

製品   総平均法によっております。なお、軌道用品及び重工加工品については個別法によっております。

半製品 総平均法によっております。

原材料 総平均法によっております。

仕掛品 軌道用品及び重工加工品については個別法、その他は総平均法によっております。

貯蔵品 ロール及び機械取替部品については個別法、その他は総平均法によっております。

　ただし、連結子会社サイアム・ヤマト・スチールカンパニーリミテッドの原材料及び貯蔵品については移

動平均法によっております。

 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

   ①　有形固定資産（リース資産を除く）

建物     主として定額法によっております。

なお、主な耐用年数は15～47年であります。

 

構築物   主として定額法によっております。

なお、主な耐用年数は７～60年であります。

 

機械装置及び運搬具

主として定率法によっております。ただし、連結子会社サイアム・ヤマト・スチールカンパニー

リミテッドは定額法によっております。

なお、主な耐用年数は２～20年であります。

 

工具、器具及び備品

主として定率法によっております。ただし、連結子会社サイアム・ヤマト・スチールカンパニー

リミテッドは定額法によっております。

なお、主な耐用年数は２～10年であります。

 

   ②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５～10年)に基づいております。

 

   ③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
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 (3) 重要な引当金の計上基準

   ①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　

   ②　賞与引当金

従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額により計上しております。

　

   ③　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額を計上しております。

　

  (4) 退職給付に係る会計処理の方法

   ①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

　

   ②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)による定額法により費用

処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

　

 (5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分

に含めて計上しております。

　

 (6) のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、12年間で均等償却することとしております。

なお、金額に重要性がない場合は、発生時に一括償却しております。

　

 (7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還期

限の到来する短期投資からなります。

　

 (8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

   ①　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。

　

   ②　連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。
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(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を、当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動に

よる差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法

に変更いたしました。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定

による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更いた

します。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っておりま

す。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行っております。

当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は

売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載し、連結範囲の

変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売却に関連して生

じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する方法に変更して

おります。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及

び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将

来にわたって適用しております。また、連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結財務諸表等における

キャッシュ・フロー計算書の作成に関する実務指針第26－４項に定める経過的な取扱いに従っており、比較情報の

組替えは行っておりません。

なお、当連結会計年度において、連結財務諸表に与える影響額はありません。

 
(連結貸借対照表関係)

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

建物及び構築物 1,305百万円 (1,305百万円) 1,212百万円 (1,212百万円)

機械装置及び運搬具 0百万円    (0百万円) 0百万円    (0百万円)

土地 3,724百万円 (3,517百万円) 3,724百万円 (3,517百万円)

投資有価証券　（注）２  　28,105百万円         (―) 28,105百万円         (―)

合計 33,135百万円 (4,823百万円) 33,042百万円 (4,730百万円)
 

(注) １　(　)は工場財団組成分であり、内数であります。

　２　当社は、スルブカンパニーBSC(c)の金融機関からの借入契約枠373百万米ドル（当連結会計年度末残高

269百万米ドル）に対し、当社が保有する全ての同社株式の担保提供を行っております。

 

なお、担保付債務はありません。

 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対する主なものは次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

投資有価証券(株式) 45,235百万円 39,902百万円

出資金 45,291百万円 52,023百万円
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　３ 特定融資枠契約

当社は、将来の資金需要に対して安定的、機動的かつ効率的な資金調達を可能にするため金融機関３社と特定

融資枠契約を締結しております。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

特定融資枠契約の総額 20,000百万円 20,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 20,000百万円 20,000百万円
 

 

　４ 偶発債務

　　　(１)生産工場の工事契約に関する債務保証等（※設備代金の支払いに伴い減少致します。）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

スルブカンパニーBSC(c)
（関連会社で持分法適用会社）

8,338百万円 7,634百万円

 

 

　　　(２)金融機関からの借入金等に対する債務保証

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

ユナイテッド・スルブカンパニー
（“サウジスルブ”）LLC
（関連会社で持分法適用会社）

1,178百万円 1,104百万円

スルブカンパニーBSC(c)
（関連会社で持分法適用会社）
（注）

25,307百万円 21,576百万円

 

(注)　当社はスルブカンパニーBSC(c)の金融機関からの借入契約枠373百万米ドル（当連結会計年度末残高269百

万米ドル）に対し、当社持分（49％）に応じた債務保証を行っております。また、同社の金融機関からの

運転資金借入契約枠200百万米ドル（当連結会計年度末残高121百万米ドル）に対して、当社持分に応じた

債務保証を行っております。

なお、当社は同社と融資枠契約49百万米ドルを締結しておりますが、当連結会計年度末の当該融資残高は

ありません。

 

(連結損益計算書関係)

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

売上原価 310百万円 △285百万円
 

 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

機械装置及び運搬具 0百万円 13百万円
 

 

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

機械装置及び運搬具 0百万円 ―

その他 0百万円 0百万円

計 0百万円 0百万円
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※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

建物及び構築物 0百万円 37百万円

機械装置及び運搬具 12百万円 135百万円

その他 0百万円 2百万円

計 12百万円 175百万円
 

 

※５ 特別退職金

当連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

韓国のワイケー・スチールコーポレーションにおいて業務の効率化を図るため一部業務のアウトソーシング化

を実施したことに伴い、早期希望退職者に対し特別退職金を支払ったものであります。

 
※６ 一般管理費に含まれる研究開発費は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

 8百万円 6百万円
 

 

(連結包括利益計算書関係)

　※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

その他有価証券評価差額金   

 当期発生額 1,096百万円 △1,148百万円

 組替調整額 △168百万円 △27百万円

   税効果調整前 927百万円 △1,175百万円

   税効果額 △140百万円 393百万円

   その他有価証券評価差額金 787百万円 △782百万円

為替換算調整勘定   

 当期発生額 20,455百万円 △6,293百万円

退職給付に係る調整額   

 当期発生額 352百万円 △629百万円

 組替調整額 △58百万円 △153百万円

   税効果調整前 293百万円 △782百万円

   税効果額 △85百万円 250百万円

　　退職給付に係る調整額 207百万円 △532百万円

持分法適用会社に対する持分相当額   

 当期発生額 11,239百万円 △0百万円

       その他の包括利益合計 32,690百万円 △7,609百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 69,750 ― ― 69,750
 

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 1,558 345 ― 1,904
 

（変動事由の概要）

　会社法第163条の規定に基づく子会社

　からの自己株式取得による増加
280千株

  

　連結子会社の持分比率増加に伴う自己

　株式(当社株式)の当社帰属分の増加
64千株

  

　単元未満株式の買取りによる増加 0千株
 

 

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 1,143 17 平成26年３月31日 平成26年６月30日

平成26年10月31日
取締役会

普通株式 1,143 17 平成26年９月30日 平成26年12月10日
 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 1,344 利益剰余金 20 平成27年３月31日 平成27年６月29日
 

　

 
当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 69,750 ― 2,080 67,670
 

（変動事由の概要）

　消却による減少 2,080千株
 

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 1,904 959 2,080 783
 

（変動事由の概要）

　会社法第165条第２項の規定による

　定款の定めに基づく取得による増加
783千株

  

　会社法第163条の規定に基づく子会社

　からの自己株式取得による増加
175千株

  

　単元未満株式の買取りによる増加 0千株
  

　消却による減少 2,080千株
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３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 1,344 20 平成27年３月31日 平成27年６月29日

平成27年10月28日
取締役会

普通株式 1,331 20 平成27年９月30日 平成27年12月10日
 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,661 利益剰余金 25 平成28年３月31日 平成28年６月30日
 

 
(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

現金及び預金勘定 96,711百万円 112,455百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △83,927百万円 △79,914百万円

現金及び現金同等物 12,783百万円 32,540百万円
 

 

(リース取引関係)

１　ファイナンス・リース取引

 所有権移転外ファイナンス・リース

 (1)　リース資産の内容

・有形固定資産

主として本社におけるコンピュータ（工具、器具及び備品）であります。

 

（2） 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

 

２　オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

１年内 31百万円 28百万円

１年超 88百万円 52百万円

合計 119百万円 81百万円
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(金融商品関係)

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に鉄鋼製品の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借

入により調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入

により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建ての営業債権及び

貸付金は、為替の変動リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒され

ております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、その一部には外貨建てのものが

あり、為替の変動リスクに晒されております。借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであ

り、返済日は決算日後、最長で２年後であります。金利の変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引を利

用してヘッジしております。

デリバティブ取引は、外貨建債権債務及び外貨建予定取引について為替レート及び金利の変動リスクを回避する

目的で利用しております。また、利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では通貨先物為替予約取引及び通貨

スワップ取引、金利関連では金利スワップであり、為替・金利の市場リスクを有しております。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、営業債権について、各事業会社における担当部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリ

ングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽

減を図っております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、信用度の高い金融機

関と取引を行っております。

②  市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

当社グループは、外貨建ての営業債権債務について、為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予約

等、借入金について為替の変動リスク及び金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした通貨スワップ及び金利

スワップ等を利用しております。

デリバティブ取引の執行、管理については取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い資金担当部門

が決裁権限者の承認を得て行っております。

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流

動性を一定水準に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に関す

る契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２  金融商品の時価等に関する事項

平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参照ください)。

 
連結貸借対照表計上額

（百万円)
時価

（百万円)
差額

（百万円)

(1) 現金及び預金 96,711 96,711 ―

(2) 受取手形及び売掛金 27,450 27,450 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券    

   その他有価証券 8,704 8,704 ―

(4) 関係会社長期貸付金 1,691 1,691 ―

(5) 長期預金 12,074 12,074 ―

資産計 146,631 146,631 ―

(1) 支払手形及び買掛金 14,115 14,115 ―

(2) 長期借入金
(※１) 3,942 3,908 △33

負債計 18,057 18,024 △33

デリバティブ取引
(※２) (225) (225) ―

 

(※１) 流動負債に記載している短期借入金のうち、１年以内返済予定の長期借入金を含めております。

(※２)  デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、（　）で示しております。

 

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

(3) 有価証券及び投資有価証券

その他有価証券の時価については、取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

 
(4) 関係会社長期貸付金

関係会社長期貸付金については、金利が一定期間ごとに更改される条件となっており、時価は帳簿価額にほぼ等

しいといえることから、当該帳簿価額によっております。

 

(5) 長期預金

長期預金については、金利が一定期間ごとに更改される条件となっており、時価は帳簿価額にほぼ等しいといえ

ることから、当該帳簿価額によっております。
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負  債

(1) 支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

(2) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現

在価値により算定しております。なお、短期借入金（１年以内返済予定の長期借入金）は、長期借入金に含めて時

価を表示しております。

 

デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

 

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円)

非上場株式 45,525

出資金 45,297

合計 90,822
 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載に含めておりませ

ん。

 

(注３)金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内
（百万円)

１年超
５年以内
（百万円)

５年超
10年以内
（百万円)

10年超
（百万円)

現金及び預金 96,711 ― ― ―

受取手形及び売掛金 27,450 ― ― ―

関係会社長期貸付金 ― 218 1,473 ―

長期預金 ― 12,074 ― ―

合計 124,161 12,292 1,473 ―
 

 

(注４)長期借入金の連結決算日後の返済予定額

 
１年以内
（百万円)

１年超
２年以内
（百万円)

２年超
３年以内
（百万円)

３年超
４年以内
（百万円)

４年超
５年以内
（百万円)

５年超
（百万円)

長期借入金
（短期借入金（１年以内返済
予定の長期借入金）を含む）

2,117 1,825 ― ― ― ―
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当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に鉄鋼製品の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借

入により調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入

により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建ての営業債権及び

貸付金は、為替の変動リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒され

ております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、その一部には外貨建てのものが

あり、為替の変動リスクに晒されております。借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであ

り、返済日は決算日後、最長で１年以内であります。金利の変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引を

利用してヘッジしております。

デリバティブ取引は、外貨建債権債務及び外貨建予定取引について為替レート及び金利の変動リスクを回避する

目的で利用しております。また、利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では通貨先物為替予約取引、金利関

連では金利スワップであり、為替・金利の市場リスクを有しております。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、営業債権について、各事業会社における担当部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリ

ングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽

減を図っております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、信用度の高い金融機

関と取引を行っております。

②  市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

当社グループは、外貨建ての営業債権債務について、為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予約

等、借入金について金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ等を利用しております。

デリバティブ取引の執行、管理については取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い資金担当部門

が決裁権限者の承認を得て行っております。

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流

動性を一定水準に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に関す

る契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２  金融商品の時価等に関する事項

平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参照ください)。

 
連結貸借対照表計上額

（百万円)
時価

（百万円)
差額

（百万円)

(1) 現金及び預金 112,455 112,455 ―

(2) 受取手形及び売掛金 21,432 21,432 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券    

   その他有価証券 7,130 7,130 ―

(4) 関係会社長期貸付金 6,568 6,568 ―

(5) 長期預金 12,105 12,105 ―

資産計 159,691 159,691 ―

(1) 支払手形及び買掛金 10,350 10,350 ―

(2) 長期借入金
(※１) 1,675 1,669 △5

負債計 12,025 12,019 △5

デリバティブ取引
(※２) (39) (39) ―

 

(※１) 流動負債に記載している短期借入金のうち、１年以内返済予定の長期借入金を含めております。

(※２)  デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、（　）で示しております。

 

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

(3) 有価証券及び投資有価証券

その他有価証券の時価については、取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

 
(4) 関係会社長期貸付金

関係会社長期貸付金については、金利が一定期間ごとに更改される条件となっており、時価は帳簿価額にほぼ等

しいといえることから、当該帳簿価額によっております。

 

(5) 長期預金

長期預金については、金利が一定期間ごとに更改される条件となっており、時価は帳簿価額にほぼ等しいといえ

ることから、当該帳簿価額によっております。
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負  債

(1) 支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

(2) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現

在価値により算定しております。なお、短期借入金（１年以内返済予定の長期借入金）は、長期借入金に含めて時

価を表示しております。

 

デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

 

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円)

非上場株式 40,099

出資金 52,029

合計 92,128
 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載に含めておりませ

ん。

 

(注３)金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内
（百万円)

１年超
５年以内
（百万円)

５年超
10年以内
（百万円)

10年超
（百万円)

現金及び預金 112,455 ― ― ―

受取手形及び売掛金 21,432 ― ― ―

関係会社長期貸付金 ― 218 6,350 ―

長期預金 ― 12,105 ― ―

合計 133,887 12,323 6,350 ―
 

 

(注４)長期借入金の連結決算日後の返済予定額

 
１年以内
（百万円)

１年超
２年以内
（百万円)

２年超
３年以内
（百万円)

３年超
４年以内
（百万円)

４年超
５年以内
（百万円)

５年超
（百万円)

長期借入金
（短期借入金（１年以内返済
予定の長期借入金）を含む）

1,675 ― ― ― ― ―
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(有価証券関係)

１　売買目的有価証券

該当事項はありません。

　

２　満期保有目的の債券

該当事項はありません。

　

３　その他有価証券

　前連結会計年度(平成27年３月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

(1) 株式 8,704 3,002 5,701
(2) 債券 ― ― ―
(3) その他 ― ― ―

小計 8,704 3,002 5,701

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

(1) 株式 ― ― ―
(2) 債券 ― ― ―
(3) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 8,704 3,002 5,701
 

　

　当連結会計年度(平成28年３月31日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

(1) 株式 6,770 2,206 4,564
(2) 債券 ― ― ―
(3) その他 ― ― ―

小計 6,770 2,206 4,564

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

(1) 株式 359 387 △27
(2) 債券 ― ― ―
(3) その他 ― ― ―

小計 359 387 △27

合計 7,130 2,593 4,536
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４　連結会計年度中に売却したその他有価証券

　前連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

(1) 株式 388 168 ―
(2) 債券 ― ― ―
(3) その他 ― ― ―

合計 388 168 ―
 

　

　当連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

(1) 株式 533 109 82
(2) 債券 ― ― ―
(3) その他 ― ― ―

合計 533 109 82
 

　

５　減損処理を行った有価証券

前連結会計年度においては、減損処理は行っておりません。

当連結会計年度においては、減損処理は行っておりません。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合には、全て減損処理を

行うことにしております。また、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式の減損処理にあたって

は、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下していると判断したものについて減損処理を行ってお

ります。

　

(デリバティブ取引関係)

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　前連結会計年度(平成27年３月31日)

(1)通貨関連

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

うち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取
引以外
の取引

為替予約取引     

　売建     

米ドル 2,382 ― △14 △14

　買建     

ユーロ 467 ― △34 △34

英ポンド 13 ― △0 △0

スイスフラン 4 ― △0 △0

シンガポール
ドル

7 ― △0 △0

日本円 514 ― △50 △50

合計 3,390 ― △100 △100
 

(注) 　時価の算定方法　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　

(2)金利関連

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

うち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取
引以外
の取引

金利スワップ取引

受取変動・
支払固定

    

タイバーツ 3,942 1,825 △125 △125

合計 3,942 1,825 △125 △125
 

(注) 　時価の算定方法　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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　当連結会計年度(平成28年３月31日)

(1)通貨関連

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

うち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取
引以外
の取引

為替予約取引     

　売建     

米ドル 2,535 ― △4 △4

　買建     

米ドル 116 ― 1 1

ユーロ 55 ― △0 △0

日本円 171 ― △1 △1

合計 2,879 ― △5 △5
 

(注) 　時価の算定方法　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

 

(2)金利関連

区分 取引の種類
契約額等
(百万円)

うち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取
引以外
の取引

金利スワップ取引

受取変動・
支払固定

    

タイバーツ 1,675 ― △34 △34

合計 1,675 ― △34 △34
 

(注) 　時価の算定方法　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

 

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は規約型確定給付企業年金制度、企業型確定拠出年金制度及び退職一時金制度を設けて

おります。また、一部の海外連結子会社においては退職一時金制度又は、確定拠出年金制度を設けております。

　なお、一部の連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算

しております。

 

２　確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

退職給付債務の期首残高 4,552百万円 4,787百万円

　会計方針の変更による累積的影響額 △56百万円 ―

会計方針の変更を反映した期首残高 4,495百万円 4,787百万円

　勤務費用 407百万円 358百万円

　利息費用 28百万円 28百万円

　数理計算上の差異の発生額 128百万円 278百万円

　退職給付の支払額 △457百万円 △808百万円

　為替換算の影響額 184百万円 △121百万円

退職給付債務の期末残高 4,787百万円 4,522百万円
 

 
(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

年金資産の期首残高 3,992百万円 4,353百万円

　期待運用収益 46百万円 52百万円

　数理計算上の差異の発生額 390百万円 △350百万円

　事業主からの拠出額 78百万円 79百万円

　退職給付の支払額 △154百万円 △205百万円

年金資産の期末残高 4,353百万円 3,929百万円
 

 
(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 1,817百万円 1,874百万円

年金資産 △4,353百万円 △3,929百万円

 △2,535百万円 △2,055百万円

非積立型制度の退職給付債務 2,969百万円 2,648百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 433百万円 593百万円

   

退職給付に係る負債 2,969百万円 2,648百万円

退職給付に係る資産 △2,535百万円 △2,055百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 433百万円 593百万円
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(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

勤務費用 407百万円 358百万円

利息費用 28百万円 28百万円

期待運用収益 △46百万円 △52百万円

数理計算上の差異の費用処理額 59百万円 △133百万円

過去勤務費用の費用処理額 △27百万円 △20百万円

確定給付制度に係る退職給付費用 421百万円 179百万円
 

 
(5) 退職給付に係る調整額

　　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

過去勤務費用 △27百万円 △20百万円

数理計算上の差異 321百万円 △762百万円

合計 293百万円 △782百万円
 

 
(6) 退職給付に係る調整累計額

　　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

未認識過去勤務費用 △20百万円 ―

未認識数理計算上の差異 △571百万円 190百万円

合計 △591百万円 190百万円
 

 
(7) 年金資産に関する事項

　①年金資産の主な内訳

　　　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

株式 30.6％ 28.7％

共同運用資産（注１） 60.9％ 61.0％

その他 8.5％ 10.3％

合計 100.0％ 100.0％
 

（注）１　共同運用資産（生命保険特別勘定第一特約総合口及び信託銀行合同運用口）は、様々な種類の運用対象から

構成されており、その内訳は、前連結会計年度は債券32.5％、株式63.1％、その他4.4％、当連結会計年度は債

券33.6％、株式61.7％、その他4.7％であります。

２　年金資産合計には、企業年金制度に対して設定した退職給付信託が前連結会計年度38.7％、当連結会計年度

38.6％含まれております。

 
　②長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。
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(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

　　主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

割引率 1.0％ 0.2％

長期期待運用収益率 2.0％ 2.0％
 

 
３　確定拠出制度

　当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度150百万円、当連結会計年度170百万円であり

ます。

 
(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

  
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
 

当連結会計年度

(平成28年３月31日)

繰延税金資産     
　退職給付に係る負債  352百万円  206百万円

　役員退職慰労引当金  467百万円  428百万円

　繰越欠損金  1,726百万円  1,975百万円

　事業用土地評価損  209百万円  205百万円

　貸倒引当金  69百万円  69百万円

　出資金  281百万円  395百万円

　賞与引当金  163百万円  157百万円

　投資有価証券  495百万円  477百万円

　その他  576百万円  494百万円

繰延税金資産小計  4,342百万円  4,411百万円

評価性引当額  △3,097百万円  △3,415百万円

繰延税金資産合計  1,245百万円  995百万円

     
繰延税金負債     
　米国子会社の留保利益  △2,461百万円  △2,354百万円

　タイ国子会社の留保利益  △3,237百万円  △3,178百万円

　韓国孫会社の留保利益  △3,943百万円  △3,295百万円

　その他有価証券評価差額金  △1,574百万円  △1,181百万円

　その他  △1,521百万円  △2,196百万円

繰延税金負債合計  △12,738百万円  △12,205百万円

繰延税金負債純額  △11,492百万円  △11,210百万円

     
 

(注)　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

おります。
 

  
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
 

当連結会計年度

(平成28年３月31日)

流動資産－その他  359百万円  312百万円

固定資産－その他  71百万円  73百万円

流動負債－その他  △3百万円  △3百万円

固定負債－繰延税金負債  △11,920百万円  △11,592百万円
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 

  
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
 

当連結会計年度

(平成28年３月31日)

法定実効税率  35.6％  

　法定実効税率と税効果

会計適用後の法人税等の

負担率との間の差異が法

定実効税率の100分の５

以下であるため注記を省

略しております。

　(調整)    
受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △1.9％  
評価性引当額の増減  2.7％  
内部留保利益  2.6％  
在外連結子会社等税率差異  △3.4％  
在外連結子会社の優遇税制に伴う軽減措置等  △2.7％  
連結子会社の親会社株式売却益の連結消去による

影響額
 3.3％  

税率変更による期末繰延税金負債の減額修正  △1.2％  
その他  △1.6％  
税効果会計適用後の法人税等の負担率  33.4％  

 

 

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年3月29日に国会で成立

したことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(ただし、平成28年４月１日以降解消されるも

のに限る)に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の32.3％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年４月１

日から平成30年３月31日までのものは30.8％、平成30年４月１日以降のものについては30.6％にそれぞれ変更されてお

ります。

　この税率の変更による影響は軽微であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び実績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、生産・販売別の事業ごとに国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。ま

た、主な事業である鉄鋼事業については、国内においては、ヤマトスチール株式会社が、海外においては、現地法

人であるワイケー・スチールコーポレーション（韓国）及びサイアム・ヤマト・スチールカンパニーリミテッド

（タイ国）が、それぞれ担当しております。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、取り扱う製品について

各地域の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　従って、当社は生産・販売体制を基礎とした事業・地域別のセグメントから構成されており、「鉄鋼事業（日

本）」、「鉄鋼事業（韓国）」、「鉄鋼事業（タイ国）」及び「軌道用品事業」の４つを報告セグメントとしてお

ります。

なお、各報告セグメントの主な製品・サービスは次のとおりであります。

　

　　　［ 鉄　鋼　事　業（日　本）］　Ｈ形鋼、溝形鋼、Ｉ形鋼、鋼矢板、縞Ｈ形鋼、造船用形鋼、

　　　　　　　　　　　　　　　　　  エレベータガイドレール、鋳鋼品、船舶製缶、重機械加工

　　　［ 鉄　鋼　事　業（韓　国）］　棒鋼

　　　［ 鉄　鋼　事　業（タイ国）］　Ｈ形鋼、溝形鋼、Ｉ形鋼、鋼矢板

　　　［ 軌　道　用　品　事　業 ］　分岐器類、伸縮継目、NEWクロッシング、接着絶縁レール、脱線防止ガード、

　　　　　　　　　　　　　　　　　  タイプレート類、ボルト類

　

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

  セグメント間の内部売上高又は振替高は、主に市場価格や製造原価等に基づいております。
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注)１

合計
調整額
（注)２

連結
財務諸表
計上額
(注)３

鉄鋼事業
（日本）

鉄鋼事業
（韓国）

鉄鋼事業
（タイ国）

軌道用品
事業

計

売上高          

(1)外部顧客への
売上高

47,625 55,285 77,706 6,573 187,190 261 187,451 ― 187,451

(2)セグメント
間の内部売上高
又は振替高

511 ― ― ― 511 ― 511 △511 ―

計 48,136 55,285 77,706 6,573 187,701 261 187,962 △511 187,451

セグメント利益
又はセグメント
損失（△）

4,848 △3,695 6,339 979 8,471 △42 8,428 △1,434 6,993

セグメント資産 32,973 42,413 66,261 3,718 145,367 1,453 146,821 205,131 351,952

その他の項目          

  減価償却費 1,237 2,508 2,690 210 6,647 29 6,677 72 6,749

  のれんの
　償却額

― ― 359 ― 359 44 404 ― 404

有形固定資産
及び無形固定
資産の増加額

691 1,272 2,619 229 4,813 20 4,833 72 4,905

 

（注） １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送、医療廃棄物処理、不動産

事業等を含んでおります。

　２　調整額は、以下のとおりであります。

　（1）セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用

△1,434百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。

　（2）セグメント資産の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社資産205,131百万円が含まれてお

ります。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない提出会社にかかる資産及び米国統括事業会社にか

かる資産であります。

　（3）減価償却費の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用72百万円が含まれております。

　（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社資産72

百万円が含まれております。

　３　セグメント利益又はセグメント損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注)１

合計
調整額
（注)２

連結
財務諸表
計上額
(注)３

鉄鋼事業
（日本）

鉄鋼事業
（韓国）

鉄鋼事業
（タイ国）

軌道用品
事業

計

売上高          

(1)外部顧客への
売上高

40,762 44,536 59,790 5,623 150,711 266 150,978 ― 150,978

(2)セグメント
間の内部売上高
又は振替高

344 ― ― ― 344 ― 344 △344 ―

計 41,107 44,536 59,790 5,623 151,056 266 151,323 △344 150,978

セグメント利益 5,943 56 5,917 714 12,632 24 12,656 △1,440 11,215

セグメント資産 29,381 36,425 61,479 3,269 130,555 1,343 131,898 214,800 346,698

その他の項目          

  減価償却費 1,174 2,083 2,869 192 6,318 26 6,345 66 6,412

  のれんの
　償却額

― ― 359 ― 359 ― 359 ― 359

有形固定資産
及び無形固定
資産の増加額

555 414 2,559 68 3,597 15 3,613 22 3,636

 

（注） １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送、医療廃棄物処理、不動産

事業等を含んでおります。

　２　調整額は、以下のとおりであります。

　（1）セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,440百万円が含まれてお

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　（2）セグメント資産の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社資産214,800百万円が含まれてお

ります。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない提出会社にかかる資産及び米国統括事業会社にか

かる資産であります。

　（3）減価償却費の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用66百万円が含まれております。

　（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社資産22

百万円が含まれております。

　３　セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：百万円)

日本 アジア その他の地域 合計

53,562 130,229 3,659 187,451
 

(注)  売上高は顧客の所在地を基礎とし、地理的近接度によって国又は地域に分類しております。

 

(2) 有形固定資産

(単位：百万円)

日本 韓国 タイ国 その他 合計

13,590 19,374 35,601 95 68,662
 

 

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

 

当連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

(単位：百万円)

日本 アジア その他の地域 合計

45,783 101,614 3,580 150,978
 

(注)  売上高は顧客の所在地を基礎とし、地理的近接度によって国又は地域に分類しております。

 

(2) 有形固定資産

(単位：百万円)

日本 韓国 タイ国 その他 合計

12,776 16,407 32,497 104 61,784
 

 

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　　該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

(単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計
鉄鋼事業
（日本）

鉄鋼事業
（韓国）

鉄鋼事業
（タイ国）

軌道用品
事業

計

当期末残高 ― ― 1,618 ― 1,618 ― ― 1,618
 

(注)  のれんの償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

(単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計
鉄鋼事業
（日本）

鉄鋼事業
（韓国）

鉄鋼事業
（タイ国）

軌道用品
事業

計

当期末残高 ― ― 1,258 ― 1,258 ― ― 1,258
 

(注)  のれんの償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１　関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

　前連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

種類
会社等の
名称

又は氏名
所在地

資本金又は出
資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連会社
 

スルブカンパ
ニーBSC(c)

Bahrain
Hidd

百万米ドル
705

鉄鋼製品の製
造および販売
に関する事業

(所有)
直接
49.0

役員の兼任

債務保証
(注)１、２、３

33,645 ― ―

担保の差入
(注)２

28,105 ― ―

資金の貸付
(注)４

1,339
関係会社

長期貸付金
1,473

利息の受取
(注)４

26
長期未収

利息
26

関連会社
 

ユナイテッ
ド・スルブカ
ンパニー

（“サウジス
ルブ”）LLC

Saudi
Arabia
Jubail

百万サウジア
ラビアリアル

206

鉄鋼製品の製
造および販売
に関する事業

(所有)
間接
49.0

役員の兼任
債務保証
(注)５

1,178 ― ―

 

（注）１ スルブカンパニーBSC(c)の設備代金の支払いに対し、債務保証を行ったものであります。

　　　２ スルブカンパニーBSC(c)の金融機関からの借入金に対し、当社持分に応じた債務保証と当社が保有する全て

の同社株式の担保提供を行っております。

　　　３ スルブカンパニーBSC(c)の金融機関からの運転資金借入金等に対し、債務保証を行ったものであります。

　　　４ スルブカンパニーBSC(c)に対する貸付金及び利息は、金融機関からの借入金に規定されている条件の範囲に

おいて返済を受けることが可能な劣後ローンであります。

また、利息については、市場金利を勘案して決定しております。

なお、取引金額には為替差損益は含まれておらず、期末残高には為替差損益が含まれております。

　　　５ ユナイテッド・スルブカンパニー（“サウジスルブ”）LLCの金融機関からの借入金等に対し、債務保証を

行ったものであります。
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　当連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

種類
会社等の
名称

又は氏名
所在地

資本金又は出
資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連会社
 

スルブカンパ
ニーBSC(c)

Bahrain
Hidd

百万米ドル
705

鉄鋼製品の製
造および販売
に関する事業

(所有)
直接
49.0

役員の兼任

債務保証
(注)１、２、３

29,210 ― ―

担保の差入
(注)２

28,105 ― ―

資金の貸付
(注)４

5,204
関係会社

長期貸付金
6,350

利息の受取
(注)４

209
長期未収

利息
222

関連会社
 

ユナイテッ
ド・スルブカ
ンパニー

（“サウジス
ルブ”）LLC

Saudi
Arabia
Jubail

百万サウジア
ラビアリアル

206

鉄鋼製品の製
造および販売
に関する事業

(所有)
間接
49.0

役員の兼任
債務保証
(注)５

1,104 ― ―

 

（注）１ スルブカンパニーBSC(c)の設備代金の支払いに対し、債務保証を行ったものであります。

　　　２ スルブカンパニーBSC(c)の金融機関からの借入金に対し、当社持分に応じた債務保証と当社が保有する全て

の同社株式の担保提供を行っております。

　　　３ スルブカンパニーBSC(c)の金融機関からの運転資金借入金等に対し、債務保証を行ったものであります。

　　　４ スルブカンパニーBSC(c)に対する貸付金及び利息は、金融機関からの借入金に規定されている条件の範囲に

おいて返済を受けることが可能な劣後ローンであります。

また、利息については、市場金利を勘案して決定しております。

なお、取引金額には為替差損益は含まれておらず、期末残高には為替差損益が含まれております。

　　　５ ユナイテッド・スルブカンパニー（“サウジスルブ”）LLCの金融機関からの借入金等に対し、債務保証を

行ったものであります。
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２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

　 前連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度において、重要な関連会社であるニューコア・ヤマト・スチールカンパニー、アーカンソー・

スチール・アソシエイツLLC及びスルブカンパニーBSC（ｃ）を含む、すべての持分法適用関連会社（６社）の要

約財務情報は以下のとおりであります。

(百万円)

流動資産合計 109,959

固定資産合計 174,683
  

流動負債合計 43,636

固定負債合計 57,529
  

純資産合計 183,476
  

売上高 299,071

税引前当期純利益 28,459

当期純利益 28,459
 

 

　 当連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度において、重要な関連会社であるニューコア・ヤマト・スチールカンパニー、アーカンソー・

スチール・アソシエイツLLC及びスルブカンパニーBSC（ｃ）を含む、すべての持分法適用関連会社（６社）の要

約財務情報は以下のとおりであります。

(百万円)

流動資産合計 116,741

固定資産合計 173,865
  

流動負債合計 41,491

固定負債合計 60,790
  

純資産合計 188,324
  

売上高 264,195

税引前当期純利益 28,232

当期純利益 28,232
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

１株当たり純資産額 4,196.80円
 

１株当たり純資産額 4,314.04円
 

１株当たり当期純利益 196.40円
 

１株当たり当期純利益 221.80円
 

 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 13,377 14,884

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益
(百万円)

13,377 14,884

普通株式の期中平均株式数(千株) 68,113 67,107
 

 

３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

純資産の部の合計額(百万円) 304,622 307,857

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 19,888 19,306

(うち非支配株主持分(百万円)) （19,888） （19,306）

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 284,733 288,550

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数(千株)

67,845 66,886
 

 

(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 2,117 1,675 4.97 ―

１年以内に返済予定のリース債務 18 14 ─ ─

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,825 ─ ─ ─

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

17 12 ─ 平成29年～平成33年

その他有利子負債 ─ ─ ─ ─

合計 3,977 1,701 ― ―
 

(注) １　「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務の平均利率については、リース債務に利息相当額を含めて計上しているため、記載を省略してお

ります。

３　リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。
 

区分
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

リース債務 5 3 1 1
 

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間）

第１四半期
連結累計期間

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

第２四半期
連結累計期間

自平成27年４月１日
至平成27年９月30日

第３四半期
連結累計期間

自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

第97期
連結会計年度

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 (百万円) 39,034 78,299 115,864 150,978

税金等調整前
四半期(当期)純利益

(百万円) 4,314 11,245 19,778 25,189

親会社株主に帰属
する四半期(当期)
純利益

(百万円) 2,304 7,177 12,456 14,884

１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 34.11 106.60 185.42 221.80
 

 

(会計期間）

第１四半期
連結会計期間

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

第２四半期
連結会計期間

自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

第３四半期
連結会計期間

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

第４四半期
連結会計期間

自平成28年１月１日
至平成28年３月31日

１株当たり
四半期純利益

(円) 34.11 72.61 78.93 36.30
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
第96期

(平成27年３月31日)
第97期

(平成28年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 264 442

  売掛金 496 522

  未収入金 ※1  884 ※1  1,157

  繰延税金資産 35 23

  その他 45 88

  貸倒引当金 △0 △0

  流動資産合計 1,726 2,235

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 535 505

   構築物 21 19

   機械及び装置 23 20

   車両運搬具 17 11

   工具、器具及び備品 11 11

   土地 1,171 1,171

   その他 21 8

   有形固定資産合計 1,802 1,748

  無形固定資産   

   ソフトウエア 3 2

   電話加入権 2 2

   その他 0 0

   無形固定資産合計 6 5

  投資その他の資産   

   投資有価証券 8,618 6,939

   関係会社株式 ※2,※3  71,895 ※2,※3  71,400

   関係会社長期貸付金 1,473 6,350

   前払年金費用 182 213

   その他 320 557

   貸倒引当金 △75 △75

   投資その他の資産合計 82,413 85,385

  固定資産合計 84,222 87,139

 資産合計 85,949 89,374
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           (単位：百万円)

          
第96期

(平成27年３月31日)
第97期

(平成28年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  関係会社短期借入金 16,730 13,470

  未払金 20 18

  未払費用 83 108

  未払法人税等 695 485

  賞与引当金 39 40

  その他 387 23

  流動負債合計 17,956 14,145

 固定負債   

  繰延税金負債 1,282 788

  退職給付引当金 74 72

  役員退職慰労引当金 945 1,021

  その他 10 -

  固定負債合計 2,312 1,883

 負債合計 20,269 16,029

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 7,996 7,996

  利益剰余金   

   利益準備金 1,999 1,999

   その他利益剰余金   

    別途積立金 26,090 26,090

    繰越利益剰余金 28,005 34,037

   利益剰余金合計 56,094 62,126

  自己株式 △2,437 △12

  株主資本合計 61,653 70,110

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 4,026 3,234

  評価・換算差額等合計 4,026 3,234

 純資産合計 65,680 73,345

負債純資産合計 85,949 89,374
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          第96期
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

第97期
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

営業収益 ※  5,045 ※  16,858

営業費用   

 販売費及び一般管理費   

  役員報酬 239 278

  給料及び手当 278 245

  賞与引当金繰入額 39 40

  退職給付費用 22 △9

  役員退職慰労引当金繰入額 59 76

  減価償却費 67 59

  支払手数料 24 24

  その他 740 716

  販売費及び一般管理費合計 1,471 1,432

 営業費用合計 1,471 1,432

営業利益 3,574 15,426

営業外収益   

 受取利息及び受取配当金 ※  265 ※  445

 為替差益 254 -

 その他 15 59

 営業外収益合計 536 505

営業外費用   

 支払利息 ※  51 ※  55

 為替差損 - 366

 その他 0 43

 営業外費用合計 51 466

経常利益 4,059 15,465

特別利益   

 投資有価証券売却益 168 109

 特別利益合計 168 109

特別損失   

 固定資産売却損 0 -

 固定資産除却損 0 -

 投資有価証券売却損 - 82

 関係会社株式売却損 - 477

 会員権退会損 3 -

 その他 0 -

 特別損失合計 3 559

税引前当期純利益 4,224 15,015

法人税、住民税及び事業税 207 309

法人税等調整額 14 △95

法人税等合計 221 213

当期純利益 4,003 14,802
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③【株主資本等変動計算書】

 第96期(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 7,996 1,999 26,090 26,357 54,447

会計方針の変更による

累積的影響額
   16 16

会計方針の変更を反映

した当期首残高
7,996 1,999 26,090 26,373 54,463

当期変動額      

剰余金の配当    △2,371 △2,371

当期純利益    4,003 4,003

自己株式の取得      

自己株式の消却      

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― ― ― 1,631 1,631

当期末残高 7,996 1,999 26,090 28,005 56,094
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △1 62,442 3,212 3,212 65,654

会計方針の変更による

累積的影響額
 16   16

会計方針の変更を反映

した当期首残高
△1 62,458 3,212 3,212 65,670

当期変動額      

剰余金の配当  △2,371   △2,371

当期純利益  4,003   4,003

自己株式の取得 △2,436 △2,436   △2,436

自己株式の消却  ―   ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
  814 814 814

当期変動額合計 △2,436 △805 814 814 9

当期末残高 △2,437 61,653 4,026 4,026 65,680
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 第97期(自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 7,996 1,999 26,090 28,005 56,094

会計方針の変更による

累積的影響額
     

会計方針の変更を反映

した当期首残高
7,996 1,999 26,090 28,005 56,094

当期変動額      

剰余金の配当    △2,734 △2,734

当期純利益    14,802 14,802

自己株式の取得      

自己株式の消却    △6,036 △6,036

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― ― ― 6,031 6,031

当期末残高 7,996 1,999 26,090 34,037 62,126
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △2,437 61,653 4,026 4,026 65,680

会計方針の変更による

累積的影響額
 ―   ―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
△2,437 61,653 4,026 4,026 65,680

当期変動額      

剰余金の配当  △2,734   △2,734

当期純利益  14,802   14,802

自己株式の取得 △3,610 △3,610   △3,610

自己株式の消却 6,036 ―   ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
  △791 △791 △791

当期変動額合計 2,425 8,457 △791 △791 7,665

当期末残高 △12 70,110 3,234 3,234 73,345
 

 

EDINET提出書類

大和工業株式会社(E01259)

有価証券報告書

84/98



【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1)子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

 

(2)その他有価証券

①　時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しております)

②　時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

 

２　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ・・・時価法によっております。

 

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

建物                 主として定額法によっております。

                     なお、主な耐用年数は15～47年であります。

構築物               定額法によっております。

                     なお、主な耐用年数は15～45年であります。

機械及び装置         定率法によっております。

                     なお、主な耐用年数は９～15年であります。

車両運搬具           定率法によっております。

                     なお、主な耐用年数は２～６年であります。

工具、器具及び備品　　定率法によっております。

                     なお、主な耐用年数は５～８年であります。

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

 

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

 

４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額により計上しております。
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(3) 退職給付引当金

従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法により費

用処理しております。

 
(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額を計上しております。

 

５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表における

これらの会計処理の方法と異なっております。

 
(2) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

 

(3) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

 

(貸借対照表関係)

※１ 関係会社に関する資産及び負債

区分掲記したもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりであります。

 
第96期

(平成27年３月31日)
第97期

(平成28年３月31日)

未収入金 867百万円 803百万円
 

 
※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

 
第96期

(平成27年３月31日)
第97期

(平成28年３月31日)

関係会社株式　（注） 28,105百万円 28,105百万円
 

　　 (注)当社は、スルブカンパニーBSC(c)の金融機関からの借入契約枠373百万米ドル（当事業年度末残高269百万米

ドル）に対し、当社が保有する全ての同社株式の担保提供を行っております。

 

なお、担保付債務はありません。
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※３ 関係会社株式

関係会社株式の内容は次のとおりであります。

 
第96期

(平成27年３月31日)
第97期

(平成28年３月31日)

スルブカンパニーBSC（ｃ） 28,105百万円 28,105百万円

ヤマトスチール㈱ 17,967百万円 17,967百万円

サイアム・ヤマト・スチールカンパニーリミテッド 12,634百万円 12,634百万円

ワイケー・スチールコーポレーション 6,132百万円 6,132百万円

ユナイテッド・スチールカンパニー（“スルブ”）
Bahrain Venture Co.W.L.L.

3,064百万円 3,064百万円

ヤマトコウギョウアメリカ・インク 1,595百万円 1,595百万円

大和軌道製造㈱ 1,431百万円 1,431百万円

北斗通信㈱ 495百万円 ―

大和商事㈱ 449百万円 449百万円

姫路鉄鋼リファイン㈱ 18百万円 18百万円

㈱吉美 2百万円 2百万円

計 71,895百万円 71,400百万円
 

 
　４ 特定融資枠契約

当社は、将来の資金需要に対して安定的、機動的かつ効率的な資金調達を可能にするため金融機関３社と特定融

資枠契約を締結しております。

 
第96期

(平成27年３月31日)
第97期

(平成28年３月31日)

特定融資枠契約の総額 20,000百万円 20,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 20,000百万円 20,000百万円
 

 

　５ 偶発債務

　　　(１)生産工場の工事契約に関する債務保証等（※設備代金の支払いに伴い減少致します。）

 
第96期

(平成27年３月31日)
第97期

(平成28年３月31日)

スルブカンパニーBSC(c)
（関連会社で持分法適用会社）

8,338百万円 7,634百万円

 

 

　　　(２)金融機関からの借入金等に対する債務保証

 
第96期

(平成27年３月31日)
第97期

(平成28年３月31日)

ユナイテッド・スルブカンパニー
（“サウジスルブ”）LLC
（関連会社で持分法適用会社）

1,178百万円 1,104百万円

スルブカンパニーBSC(c)
（関連会社で持分法適用会社）
（注）

25,307百万円 21,576百万円

 

(注)　当社はスルブカンパニーBSC(c)の金融機関からの借入契約枠373百万米ドル（当事業年度末残高269百万米

ドル）に対し、当社持分（49％）に応じた債務保証を行っております。また、同社の金融機関からの運転

資金借入契約枠200百万米ドル（当事業年度末残高121百万米ドル）に対して、当社持分に応じた債務保証

を行っております。

なお、当社は同社と融資枠契約49百万米ドルを締結しておりますが、当事業年度末の当該融資残高はあり

ません。
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(損益計算書関係)

※ 関係会社に対する事項

区分掲記したもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりであります。

 
第96期

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

第97期
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

営業収益 5,045百万円 16,858百万円

受取利息 26百万円 209百万円

支払利息 50百万円 55百万円
 

 

(株主資本等変動計算書関係)

第96期（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（千株） 0 800 ― 800
 

　

　　（変動事由の概要）

　会社法第163条の規定に基づく子会社

　からの自己株式取得による増加
800千株

  

　単元未満株式の買取りによる増加 0千株
 

　

第97期（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（千株） 800 1,283 2,080 4
 

　

　　（変動事由の概要）

　会社法第165条第２項の規定による

　定款の定めに基づく取得による増加
783千株

  

　会社法第163条の規定に基づく子会社

　からの自己株式取得による増加
500千株

  

　単元未満株式の買取りによる増加 0千株
  

　消却による減少 2,080千株
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(有価証券関係)

第96期(平成27年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式

(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

区分 貸借対照表計上額(百万円)

(1) 子会社株式 40,705

(2) 関連会社株式 31,189

計 71,895
 

上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるもので

あります。

 

第97期(平成28年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式

(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

区分 貸借対照表計上額(百万円)

(1) 子会社株式 40,210

(2) 関連会社株式 31,189

計 71,400
 

上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるもので

あります。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  
第96期

(平成27年３月31日)
 

第97期

(平成28年３月31日)

繰延税金資産     
　退職給付引当金  41百万円  33百万円

　役員退職慰労引当金  304百万円  312百万円

　貸倒引当金  24百万円  22百万円

　投資有価証券  323百万円  306百万円

　その他  103百万円  118百万円

繰延税金資産小計  798百万円  794百万円

評価性引当額  △539百万円  △440百万円

繰延税金資産合計  258百万円  354百万円

     
繰延税金負債     
　その他有価証券評価差額金  △1,506百万円  △1,119百万円

繰延税金負債合計  △1,506百万円  △1,119百万円

繰延税金負債純額  △1,247百万円  △764百万円

     
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

  
第96期

(平成27年３月31日)
 

第97期

(平成28年３月31日)

法定実効税率  35.6％  33.0％

　(調整)     
受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △30.9％  △32.8％

交際費等永久に損金に算入されない項目  0.6％  0.1％

その他  △0.0％  1.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率  5.2％  1.4％
 

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年３月29日に国会で

成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消され

るものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.3％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年４

月１日から平成30年３月31日までのものは30.8％、平成30年４月１日以降のものについては30.6％にそれぞれ変更さ

れております。

　この税率の変更による影響は軽微であります。
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(１株当たり情報)

 

第96期
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

第97期
(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

１株当たり純資産額 952.59円
 

１株当たり純資産額 1,083.94円
 

１株当たり当期純利益 57.45円
 

１株当たり当期純利益 217.96円
 

 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
第96期

(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

第97期
(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当期純利益(百万円) 4,003 14,802

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 4,003 14,802

普通株式の期中平均株式数(千株) 69,682 67,913
 

 

３　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
第96期

（平成27年３月31日）
第97期

（平成28年３月31日）

純資産の部の合計額(百万円) 65,680 73,345

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ― ―

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 65,680 73,345

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普
通株式の数(千株)

68,949 67,665
 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

区分 資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

減価償却累計額
(百万円)

有形固定資産        

 建物 535 1 ― 30 505 720

 構築物 21 0 ― 2 19 68

 機械及び装置 23 ― ― 3 20 31

 車両運搬具 17 ― ― 5 11 13

 工具、器具及び備品 11 2 ― 3 11 48

 土地 1,171 ― ― ― 1,171 ―

 リース資産 21 ― ― 13 8 36

 計 1,802 4 ― 58 1,748 919

無形固定資産        

 ソフトウェア 3 0 ― 1 2 19

 電話加入権 2 ― ― ― 2 ―

 施設利用権 0 ― ― 0 0 0

 計 6 0 ― 1 5 19
 

 

【引当金明細表】

 

科目
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 75 0 0 75

賞与引当金 39 40 39 40

役員退職慰労引当金 945 76 ― 1,021
 

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 
(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 大阪市中央区北浜４丁目５番33号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
(1)

　

　

有価証券報告書

及びその添付書類

並びに確認書

事業年度

(第96期)

自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日
 

平成27年６月29日

関東財務局長に提出。

      
(2)

 

内部統制報告書

及びその添付書類

事業年度

(第96期)

自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日
 

平成27年６月29日

関東財務局長に提出。

      
(3)

 

四半期報告書

及び確認書

事業年度

第97期第１四半期

自　平成27年４月１日

至　平成27年６月30日
 

平成27年８月11日

関東財務局長に提出。

      

 
 

事業年度

第97期第２四半期

自　平成27年７月１日

至　平成27年９月30日
 

平成27年11月13日

関東財務局長に提出。

      

 
 

事業年度

第97期第３四半期

自　平成27年10月１日

至　平成27年12月31日
 

平成28年２月12日

関東財務局長に提出。

      
(4)

 

臨時報告書

 
   

平成27年７月１日

関東財務局長に提出。

 
金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定
（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時報告書であります。

      
(5)

 

有価証券報告書の

訂正報告書及び確認書

事業年度

(第95期)

自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日
 

平成27年６月12日

関東財務局長に提出。

      

(6)

 

 

 

 

自己株券買付状況

報告書

 

 

 

 

   

平成27年７月14日

平成27年８月10日

平成27年９月９日

平成27年10月15日

平成27年11月13日

平成27年12月14日

平成28年１月14日

関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

平成28年６月17日

大　和　工　業　株　式　会　社

取　締　役　会　御　中

　

ＰｗＣあらた監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
公認会計士　西　川　浩　司

  
指定社員

業務執行社員
公認会計士　高　濱　　　滋

  
 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる大和工業株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大

和工業株式会社及び連結子会社の平成28年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、大和工業株式会社の平成28年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、大和工業株式会社が平成28年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
 

(注) １.　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

 　出会社)が別途保管しております。

２.　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成28年６月17日

大　和　工　業　株　式　会　社

取　締　役　会　御　中

　

ＰｗＣあらた監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
公認会計士　西　川　浩　司

  
指定社員

業務執行社員
公認会計士　高　濱　　　滋

  
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる大和工業株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第97期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大和工

業株式会社の平成28年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 
 

(注) １.　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

  出会社)が別途保管しております。

２.　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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